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和文要旨 

第 1章 対象国・地域の開発課題 

ケニアの国内総生産（Gross Domestic Product、以下 GDP）は毎年 5-6％の成長しており、

4,800 万人を超える人口の約 6 割が若年層（0 歳～24 歳）で占められる。保健指標は、妊産

婦死亡率以外はアフリカ地域平均に比べ良好である。主要死因としては感染性疾患、母子

保健・栄養に係る疾患がまだ多く、これらを原因とした死亡率は世界平均と比較して高い

が、その一方で非感染症疾患（Non-Communicable Diseases 、以下 NCDs）に係る死亡率は

世界平均と同程度となっており、疾病構造の変化と共に疾病の二重負荷が起き始めている。

「Kenya Health Policy 2014-2030、以下 KHP」に拠れば、将来的に感染性疾患による死亡者

数は減尐していく一方で NCDs と外傷による死亡者が増加すると予測されている。 

 ケニアにて NCDs 対策を主管とする行政機関はケニア国保健省（Ministry of Health in 

Kenya、以下 MOH）であり、その所轄部署は疾病予防・保健促進局下にある NCDs 課であ

るが、2013 年以降の地方分権化により、各カウンティへ多くの保健医療行政上の権限が委

譲されている。ケニアの保健医療サービス提供体制は 6 つのレベルから構成され、各レベ

ルに沿った保健医療サービスが提供されることとなっているが、異なる施設レベル間の調

整機能の欠如等の多くの課題により、十分に機能していると言えない。医療従事者は毎年

増加傾向にあるが、先述した人口増加に対応するためには、その育成に一層注力する必要

がある。保健医療に係る予算は国家総予算の約 7％後半を維持されているが、アブジャ宣言

で合意された国家総予算の 15％には及ばない。またカウンティ政府の予算全体に占める保

健医療に係る予算は平均 20％以上となるが、カウンティ毎にその差は大きく、割合の小さ

いカウンティでは 10％を下回る。公的医療保険は国家病院保険基金（National Hospital 

Insurance Fund、以下 NHIF）を基盤とする医療保険があり、保険適用対象となる診療サービ

スは加入者に無償で提供される。NHIF の加入者は国民の 30％にも満たないとされているが、

ケニア政府は「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（以下 UHC）」達成の一環として全人口

を NHIF に加入させることを目標としている。 

 NCDs 対策に係る開発計画、政策については、同国の開発戦略・政策として最上位に位置

する「Vision 2030」の他、「KHP」、「Kenya Health Sector Strategic and Investment Plan、以下

KHSSP」、「非感染症対策 2015-2020（Kenya National Strategy for the prevention and control of 

Non-communicable Disease, 2015-2020）」に NCDs 対策のための方針や施策や枞組みが提示さ

れている。日本のケニアに対する援助方針は、上述の「Vision 2030」に準拠し、保健医療分

野は重点分野と位置付けられている。特に UHC 推進を重視しており、そこには NCDs 対策

も含まれるが、直接的に NCDs 対策に関わる案件は実施されていない。また他の主要ドナ

ーも同様である。 



xi 

 

上述の内容を踏まえると、ケニアの保健医療分野の開発課題としては、①感染性疾患に

加え NCDs の増加による「疾病の二重負荷」、②その治療のための医療費の高騰による「政

府予算における保健医療予算の限界」が予想されること、③ケニア全土における NCDs 対

策が喫緊の課題であるが、それに取り組む案件が存在しないという「NCDs 対策に係るドナ

ーの支援の不在」、④UHC 達成を見据えた「公的医療保険のカバレッジの拡大」の 4 点が挙

げられる。 

 

第 2章 提案企業、技術 

 提案企業である株式会社キャンサースキャン（以下、キャンサースキャン社）は、日本、

そして世界の公衆衛生に貢献することをミッションとし 2008 年に設立されたソーシャルマ

ーケティング・シンクタンクである。設立以来、中央省庁、地方公共団体、研究機関、健

康保険組合等を顧客とし、ソーシャルマーケティング手法を用いた健康診断（以下、健診）

の受診率向上プログラム（以下、「健診受診率向上プログラム」）を提供してきた。 

 健診受診率向上プログラムは、保険者を顧客に、健診の対象者に対し受診勧奨を行うこ

とが主なサービス内容である。日本の特定健診におけるキャンサースキャン社のサービス

は、属性や受診履歴、問診結果やアンケート結果等に基づき、勧奨の対象者を特定し、更

に対象者に合わせたメッセージを載せた資材により受診勧奨を行う。同プログラムはこれ

までに延べ 250 以上の自治体への提供実績を誇り、その受診率向上効果は国内外で高い評

価を受けてきたと自負している。 

しかしながら、キャンサースキャン社が日本国内で展開する生活習慣病予防のための行

動変容を目的としたソーシャルマーケティングの市場は成長性には限界があり、また人口

の減尐が始まっている国内市場の成長の見込みは大きくないことから、より大きな成長が

期待される海外市場の開拓と先行投資は、キャンサースキャン社全体の将来にわたる成長

性を確保するために重要だと考えている。そこでキャンサースキャン社では、まだ定期健

診の制度自体は普及していないが、各種健診の供給能力は存在する低中所得国において、

キャンサースキャン社サービスを提供し、制度普及の支援を行うことが事業の成長のため

必要不可欠だと考える。NCDs が急速に蔓延し、それに伴い各種健診市場が数兆円規模にな

ると予想されるアフリカ市場への参入は、キャンサースキャン社の将来を占う上でも有意

義な試金石になる。 

 当初、本調査をとおして事業化、および政府開発援助（Official Development Assistance、

以下 ODA）案件化を検討していたサービスは、上述の「健診受診率向上プログラム」、特に

ソーシャルマーケティングの手法を用いた受診勧奨であったが、本調査を経て、受診勧奨
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に留まらず、健診受診者へのフォローアップまでを含めた生活習慣病予防プログラムとし

て、提案技術の適合性が高められた。 

 その現地適合性の調査として、提案技術の市場の需要に対する調査を実施した結果、第 1

章で述べたように、ケニアは現時点では健診制度が広く普及している段階ではなく、健診

の受診勧奨よりも、健診後のフォローアップや生活習慣改善指導等のサービスへの要望が

多いことがわかった。そのため、本調査事業開始当初に展開を想定していた提案技術であ

る受診勧奨サービスを変更し、健診後のハイリスク者に対する生活習慣改善指導を含んだ

包括的な生活習慣病予防サービスとして、健診プロモーションとハイリスク者への生活習

慣改善介入を合わせたパッケージを提案することとした。 

 

第 3 章 ビジネス展開計画 

提案技術に加えてキャンサースキャン社が国内で培った経験を活かし、健康ハイリスク

者への介入やフォローアップを含めた包括的な予防サービスの展開を目指す。 

 市場調査・分析では、保険会社、公的保険者においては、健診により被保険者の健康リ

スクを把握し管理できること、また早期発見や早期介入により医療費が抑えられることが

理解されており、より広く健診を提供することへの需要が確認できた。更に、健診を含む

生活習慣病予防一般に関係するサービスの開発、普及について高い需要が確認できた。 

 包括的な予防サービスの現地適合性の調査として、ケニア最大手の民間保険会社、およ

び公的医療保険者である NHIF において試験導入をおこなったところ、顧客およびエンドユ

ーザーの満足度も高く、生活習慣改善、およびその結果を受けて体重の減尐が確認される

結果となった。そのため、大手民間保険会社、および NHIF を顧客とし、健診の受診促進か

ら受診者のフォローアップ、ハイリスク者への介入を含む包括的な生活習慣病予防サービ

スの改善、実証を続けていく。 

臨床検査ラボ・健診を提供する医療機関の実施能力に関する調査の結果、健診を提供す

るにあたって、検査を実施する臨床検査ラボラトリーの質と供給能力が充分でない可能性

を確認できた一方、自社による継続調査により、日本の医療法人が経営するナイロビの医

療機関においては、質の高い健診が提供できる可能性を確認している。 

よって、キャンサースキャン社のケニアにおけるビジネス展開内容としては、当初の提

案技術である健診受診率向上プログラムに加え、健診後のフォローアップや、健診によっ

て発見された健康ハイリスク者へのモバイルアプリを用いた生活改善指導を含めた包括的

な生活習慣病予防サービスのケニアにおける改善、普及を目指す。具体的には、民間保険

会社、および公的保険者をキャンサースキャン社サービスの販売代理店として契約し、被

保険者の健診受診を促進することに加え、受診結果の送付や次回健診のリマインドといっ
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た受診後のフォローアップや、健康ハイリスク者が継続的に生活習慣改善を行うことがで

きるツールを提供することで顧客の被保険者であるユーザーの増加をねらい、ユーザー数

に応じて顧客へ手数料を支払うビジネスモデルの普及可能性を検討していく。 

 

第 4 章 ODA 案件化 

本調査事業における ODA 案件化に係る現地調査の結果から、「NCDs 対策に係る政府の認

識変容と財政管理」、「NCDs 対策のための人材育成と機材整備」、「NCDs 対策のための国民

の認識と行動の変容」の 3 つが NCDs 対策ならびに定期健診の共通の対策と考えられる。 

ケニアに NCDs 対策としての定期健診制度を実現するためには、この各課題に対する幅

広い支援が必要であると考えられるため、単一の事業ではなく複数の事業を組み合わせた

「ケニア国生活習慣病早期対策プログラム」を提案する。同プログラムは、政策への介入

を行う「ケニア国定期健診制度化プロジェクト」、サービスへの介入を行う「ケニア国健診

サービス提供能力強化プロジェクト」、ケニア国民の認識と行動への介入を行う「ケニア国

健診受診促進プロジェクト」の 3 つの事業から構成される。各事業は、その期待される効

果を最大化するため、4 年間で段階的に実施することを想定する。 

まず政策への介入を行う「ケニア国定期健診制度化プロジェクト」から開始する。本事

業では保健省 NCDs 課をカウンターパート（以下、C/P）とし、NCDs 対策としてケニア政

府機関職員の健康活動を促進し、NCDs 対策の重要性の認識を高めるとともに、定期健診ガ

イドラインの整備を含む活動によって定期健診の制度化を試みる。また NHIF に対し、定期

健診の費用が円滑に支払われるよう、予算の支払いにおける障害を調査し、その改善に向

けての支援を行う。本事業のスキームは、技術協力プロジェクトもしくは政策アドバイザ

ーの派遣を想定し、保健省にて NCDs 対策を担当する NCDs 課と、各カウンティ政府の保

健担当で特に NCDs 対策を担当する職員、ならびに NHIF のサービスパッケージの改定に係

る NHIF の戦略計画局を C/P とする。 

同事業の実施期間中に、上述のガイドラインに基づき、健診に係る人材育成と機材整備

により健診サービスの提供能力を高める「ケニア国健診サービス提供能力強化プロジェク

ト」を開始する。前者については、健診人材育成計画の立案、健診に係る技術研修の実施、

更に研修後に健診サービスの提供状況をモニタリングする。後者については、レベル 2 か

ら 4 までの健診提供施設とレベル 1 でスクリーニング検査を提供する地域保健ボランティ

ア（Community Health Volunteer、以下 CHV
1）が使用する健診機材を調達する。また同機材

が適切に管理されるよう機材使用者ならびにバイオ・メディカル・エンジニア（Biomedical 

                                                        
1 同事業が開始された 2007 年の頃のケニアでは一般的に Community Health Workers という名称が使用

されていたが、2013 年頃から呼び名が CHV に変わった。 
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Engineer、以下 BME）に対し、健診機材に特化した維持管理研修を実施する。同事業は、

円借款での実施が適当と考えられるため、C/P はその円借款事業の事業実施機関（Project 

Management Unit、以下 PMU）を想定する。 

最後に、先行事業にて確立した健診制度と整備された人材・機材によって健診サービス

が提供可能な状況であることを前提に「ケニア国健診受診促進プロジェクト」を実施する。

同事業では NHIF 加入者を対象とし、その健診に対する意識を変え、定期健診の受診を含む

健康行動を自らとるような行動変容を促すことを目的としたヘルスプロモーションを行う。

C/Pとしてはその介入対象からNHIFを想定する他、保健省にてNCDs対策を担当するNCDs

課と、各カウンティ政府の保健担当で特に NCDs 対策を担当する職員も C/P として想定す

る。本事業のスキームとしてはキャンサースキャン社の SIMWAY を使用した受診勧奨と健

康行動勧奨を行うことを前提とした商業ベースでの事業か、もしくは商業ベースでの展開

が難しい場合、ODA 資金を活用し、コンサルタントにそれらの技術的な方法を含めて提案

させる技術協力プロジェクトが適当と考えられる。 

また同プログラムの実施に先行し、その実現可能性を検討するために普及・実証・ビジ

ネス化事業のスキームを活用した「ケニア国定期健診に係る普及・実証・ビジネス化事業」

を提案する。同事業は、ケニア全土のNHIF職員ならびに特定の地域のNHIF加入者に対し、

C/P とともにキャンサースキャン社の提案技術である SIMWAY を活用した健診認知促進活

動、健診受診勧奨活動、健康活動勧奨活動の各活動を実施することで、同対象の定期健診

の定着と、SIMWAY の全国展開の可能性を検証するものである。なお同事業を実施する際

には、健診施設が必要となるが、医療法人 光心会の運営する「Grand Forest Japan Hospital」

を、健診を提供するパートナー機関として健診の受け皿とする等、既存の人材と施設を活

用する。 

本プログラムを実施することで期待される直接的な開発効果は、提案プログラムを構成

する 3 つの事業の成果が挙げられる。すなわち、健診の重要性に対するケニア政府の認識

を高め、定期健診を制度化すること、整備対象施設において適切な健診サービスが提供さ

れる体制が構築されること、NHIF 加入者の健診と健康行動の重要性の認識が高まることの

3 点となる。その波及効果としては、ケニア全土で定期健診サービスが適切に提供・利用さ

れ、NCDs の早期発見が実現することが挙げられる。また各人の健康状態にかかわらず、健

康意識が向上することにより、長期的には NCDs 罹患拡大という課題の解決に寄与するこ

とが期待される。また本プログラムは NHIF の提供する公的医療保険に付加価値を付けるこ

とで NHIF のカバレッジを拡大させ、UHC 達成のための一助となることが期待できる。 

本プログラムを実施するに当たって想定される課題としては、①健診受診促進による短

期的な費用負担の増大、②健診機関の選定の困難さ、③CHV の負担増の懸念の 3 点が挙げ
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られる。①については、その費用を負担することになる NHIF も理解しているが、今後もそ

の理解を継続いただくために密なコミュニケーションが必要となる。②については、健診

候補施設の選定に際し、可能な限り全ての NHIF 加入者が大きな負担なく健診を受けられる

よう、各施設レベルに沿った健診施設を計画する。③については、現時点でも CHV の絶対

数が不足しており、既存の CHV が NCDs 対策まで担うのは彼らの負担増になり、適切では

ないと判断される。よってカウンティ政府のキャパシティを考慮しつつ、NCDs 対策専門の

CHV を新規に育成することを想定している。  
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調査概要 

調査名 

和文：ケニア国健康診断受診者拡大事業に関する案件化調査 

英文：Feasibility Survey for Increasing the Uptake of Health Check-ups in Kenya 

 

調査の背景 

ケニア国は 2000 年以降の保健援助資金の増加、および経済成長の影響で、国民の健康

水準は改善しつつある。従来の主要死因である感染性疾患による死亡者は、2030 年までに

48％減尐することが予測される一方で、NCDs は 55％増加すると予測され、2020 年代後半

には死因の順位は逆転する見込みである2。 

事実、2015 年のケニア国内での大規模調査では、NCDs 罹患リスクを測る健康指標の一

つである肥満や血圧にて、ボディマス指数（Body Mass Index 、以下 BMI）25 以上の国民

割合は 27.9％、高血圧と測定された人が 23.8％でそのうち 91.8%は治療を受けていないと

いう深刻な実態が明らかになった。NCDs の罹患が進む背景には、ハイリスク者を発見、

早期介入・治療に導けていない実態がある。同国には公的医療保険制度があるが、加入者

は国民の 20%に満たない上に、公務員を除き日本国で実施されるような健康診断（以下、

健診）は推奨されていない。民間企業に勤める労働者は、雇用主より提供される民間保険

の中で健診が提供されることがある。しかし、フォーマルセクターで働く人口は 20%程度

という現状とも呼応し、未だ普及しているとは言い難い状況にある。 

提案製品である「ソーシャルマーケティング手法を用いた健診（特定健診、がん検診、

HIV
3検査、肝炎ウイルス検査等）の受診率向上プログラム」（以下、健診受診率向上プログ

ラム）を活用し、健診の受診者が増加することで、NCDs ハイリスク者の早期発見、早期予

防介入を実現させ、NCDs 罹患リスクを改善することが期待できる。 

 

調査の目的 

調査をとおして確認される提案製品・技術の途上国の開発への活用可能性を基に、ODA

案件、およびビジネス展開計画を策定する。 

 

調査対象国・地域 

ケニア国ナイロビ市、およびナイロビ市近郊 

 

                                                        
2 出典: Kenya Health Sector Strategic and Investment Plan: KHSSP 
3 ヒト免疫不全ウイルス（Human Immunodeficiency Virus、以下 HIV） 
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契約期間・調査工程 

2017 年 12 月 12 日～2019 年 6 月 28 日 

期間 調査・活動項目 主な訪問・調査先 

2017 年 12 月～2018 年 3 月 需要調査フェーズ 

 

開発課題の調査 

保健省 

国際協力機構（Japan International Cooperation Agency、

以下 JICA）ケニア事務所 

ODA 案件化調査 

NHIF 

世界保健機関（World Health Organization、以下 WHO）

世界銀行 

市場調査 

民間保険会社/保険ブローカー 6 社 

Jubilee 社 

AAR 社 

Zamara 社 等 

民間企業 35 社 

パートナー候補調査 

Medanta Africare 

Lancet 

AAR healthcare 

Columbia Africa 

Forest Japan Hospital 

受診勧奨の設計/ 

メッセージ開発 

Kenya Healthcare Federation 

Hill+Knowlton Strategies 

規制・許認可調査 Kenya Healthcare Federation 

マーケティング調査 

民間企業 6 社 

NHIF 

Kenya Healthcare Federation 

2018 年 4 月～2018 年 10 月 試験導入フェーズ（大手民間保険会社 1 社） 

 
試験導入による効果測定 

パートナー候補調査 

大手民間保険会社 2 社 

（うち 1 社に試験導入） 

2018 年 11 月～2019 月 4 月 試験導入フェーズ（NHIF） 

 
試験導入による効果測定 

ODA 案件化調査 

NHIF 

保健省 
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調査団員構成 

氏名 担当業務 
担当業務 

所属先 
内容詳細 

福吉潤 業務主任者（総括） 業務の全体統括・指揮を行う。 
キャンサー 

スキャン 

澤田霞 
現地調査全体統括/ 

試験実施運営 

現地における調査遂行の統括、 

試験実施運営を先導する。 

キャンサー 

スキャン 

藤本沙弥香 
現地市場調査・開拓/

パートナー開拓 

現地における市場調査の遂行、 

パートナーの開拓、交渉を行う。 

キャンサー 

スキャン 

米倉章夫 
マーケティング調査/

事業性分析 

受診勧奨に必要なマーケティン

グ調査の実施、事業のビジネス 

モデル構築を指揮する。 

キャンサー 

スキャン 

石川善樹 
受診勧奨設計/   

行動変容戦略 

行動変容理論に基づいた受診  

勧奨の設計を行う。 

キャンサー 

スキャン 

網野舞子 
受診勧奨設計/   

メッセージ開発 

受診勧奨の調査設計、セグメント

毎のメッセージ開発を行う。 

キャンサー 

スキャン 

吉田枝莉子 
規制・許認可調査/ 受

診勧奨設計補助 

許認可の調査、受診勧奨の設計 

補助を行う。 

キャンサー 

スキャン 

出町慎一 
マーケティング調査/

事業性分析 

マーケティング調査の実施、   

事業のビジネスモデル構築を 

指揮する。 

キャンサー 

スキャン 

高井亜紀 
チーフアドバイザー 

ODA 案件化促進 

調査の進捗の全体管理、ODA 案件

化や環境配慮調査の国内業務を

行う。 

フジタ 

プランニング 

舘野広大 
チーフアドバイザー 

ODA 案件化調査 

調査の進捗の全体管理、ODA 案件

化に向けた現地調査を行う。 

フジタ 

プランニング 

南瀬隆彦 ODA 案件化促進 
ODA 案件化や環境配慮調査の国

内業務を行う。 

フジタ 

プランニング 
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第1章 対象国・地域の開発課題 

1-1 ケニア国概要 

1-1-1 一般情報 

ケニアは東アフリカ地域において地理的要衝にあり、人口 4,840 万人（2018 年 7 月）を

抱えるアフリカ地域最大の経済国の一つである4。その一人当たりの GDP は 1,594.8 ドル

（2017 年）である5。世界経済成長率が減速している中でも、同国の実質 GDP 成長率は、

2015 年に 5.7%、2016 年に 5.9%、2017 年に 4.9%と前向きな見通しであるが、その一方で、

貧困率（一日 1.90 ドル未満で生活する人の比率）は 2016 年時点でも 36.1%と6、国内におけ

る貧富の差が依然問題であることが伺える。 

 

1-1-2 人口静態 

前述のとおり、ケニアの 2018年時点の人口は約 4,800万人で、2017年の人口増加率は 2.5%

で年々人口は増加している7。またケニアの人口構成は 0-14 歳がケニア人口の 40%を占めて

おり、若年層が多い8。その人口ピラミッドは下図 1-1 のとおりである。多産多死の開発途

上国で多く見られる「ピラミッド型」をしているが、2000 年以降、男女共に平均寿命が継

続的に伸びており、反対に乳幼児死亡率は年々減尐している9。今後も年尐人口の層の死亡

率が抑制された場合、その層が生産年齢人口の層に移行することで、後述のキャンサース

キャン社の事業においても、そのサービスの対象候補者が継続的に増加していくことが見

込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
4 出典: CIA The World Factbook 
5 出典: World Bank, Data, GDP per capita (current US$) 
6 出典: CIA The World Factbook 
7 出典: World Bank, Data, Population growth (annual %) 
8 出典: CIA The World Factbook 
9 出典: Institute for Health Metrics and Evaluation, Kenya 

出典: CIA The World Factbook 

 図 1-1：ケニアの人口ピラミッド 
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1-2 ケニアの保健医療指標 

1-2-1 基礎保健指標 

ケニアの主な保健指標については右表 

1-1 のとおりである。妊産婦死亡率以外は、

近隣諸国と比較して世界平均に近い状態

にあるものの、妊産婦死亡率に関してはア

フリカ地域平均に近く、ブルンジを除く近

隣諸国と比較して高い。 

 

1-2-2 疾病構造・死因構造 

 ケニアの死因別死亡率は右表 1-2 のと

おりである。感染性疾患による死亡率は

近隣諸国と比較してもブルンジ、ウガン

ダに次いで高くなっており、世界平均と

比較すると 3 倍以上の差がある。死因の

内訳を見ると、2016 年の早期死亡の要因

の 1 位から 10 位を感染性疾患もしくは母

子保健・栄養に係る疾患が占めている10。

他方、NCDs による死亡率は世界平均とほぼ変わらず、がん、外傷、交通事故に至っては、

世界平均を大きく超えている。 

 このことから、ケニア国民にとって感染症疾患が主な疾病負担となっているが、同時に

NCDs も増加していることが伺え、疾病構造の変化と共に疾病の二重負荷が起き始めている

と推察される。 

MOH が発行している「Kenya Health Policy 2014-2030」のケニアの人口動態、および要因

別死亡者数の将来推計（図 1-2）によると、感染性疾患による死亡者数は 2010 年より減尐

していくと推測されているが、NCDs と外傷による死亡者数は増加していくと予測されてい

る。そのため、同文書には、感染性疾患と並ぶ主要な死亡要因として、今後 NCDs への対

策が必要であると述べられている。 

また「Kenya Health Sector Strategic and Investment Plan」でもケニアの全国民の約 25%が、

過体重もしくは肥満であり、特に 40 代半ばから後半の女性に多く見られるとのことである。 

 

                                                        
10

 出典: Institute for Health Metrics and Evaluation 

出典: WHO World Health Statistics 2017 

 を基に JICA 調査団作成         

出典: World Health Statistics 2017/2015 

を基に JICA 調査団作成       

表 1-1：ケニア及び関連諸国の基礎保健指標 

表 1-2：ケニア及び関連諸国の死因構造 
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更に詳細な疾患別の死因の推計が下図 1-3 のとおりに示されている。後天性免疫不全症

候群（Acquired Immunodeficiency Syndrome、以下 AIDS）による死亡者数は今後 15 年で大

幅に減尐すると推測される一方、NCDs（がん、脳血管疾患、心疾患）、外傷による死亡者

数が増加すると推測されている。同文書内では、これらの NCDs の増加背景には喫煙率の

増加、不健康な食事、運動不足、アルコールの過剰摂取があると結論付けられている。こ

れらの背景を改善することで将来的な NCDs の増加を防ぐ必要があるが、後述の本調査事

業にて提案する ODA 案件をとおし、一人一人に健康に対する意識を持ってもらうことで、

その改善に貢献できると期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: Kenya Health Policy 2014 - 2030 

図 1-2：要因別死亡者数の将来推計と推移 

出典: Kenya Health Policy 2014 - 2030 

図 1-3：疾患別死亡者数の将来推計 
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1-3 ケニアの保健医療体制 

1-3-1 保健医療行政体制 

MOH の組織図を下図 1-4 に示す。本調査事業と直接関係する部署は、疾病予防・保健推

進局（Department of Preventive and Promotive Health）下の、NCDs 課（Division of 

Non-Communicable Diseases）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケニアでは 2013 年以来地方分権化が実施され、保健医療行政においても各カウンティの

権限が強くなっている。後述する「Vision 2030」において両政府の役割分担は明確に区別さ

れており、保健医療サービスの提供を MOH から切り離し、地方政府へ移譲することで、

MOH を政策や研究に係る課題に集中させ、カウンティの医療機関の管理能力を向上させる

方針が明記されている。両政府の役割分担は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PRINCIPAL

SECRETARY

CABINET SECRETARY

DIRECTOR OF MEDICAL

 SERVICES

Regulatory Bodies

International Health 

Relations Secretariat

Internal Audit

SAGAs and Parastals

Deapartment of

Standards and Quality 

Assurrance and Regulations

Division of

Quality Assurance

Division of Alternative 

and Traditional 

Medicine

Division of Legislation

and Regulations

Department of Preventive

and Promotive Health

Division of Disease 

Suraveillance and 

Epidemic Response

Division of

Strategic National

Public Health Programs

Divison of 

National Public Health 

Laboratory

Divison of

Family Health

Divison of

Non-Comuunicatable 

Diseases

Division of 

Enviromental Health

Department of 

Curative and Rehabillitation      

Health Services

Division of

Forensic and Pathology 

Services

Division of

National Refarral

Health Facilities

Division of

Clinical Practice

Division of

Blood Transition

Division of Health 

Emergencies and 

Disaster Management

Department of 

Policy, Planning and

Health Financing

Division of Health 

Policy and Planning 

Division of

Health Care Financing

Division of

M&E, Health Research 

Develpoment and 

Health Informatics

Department of

Health Sector Coordination 

and Inter-Govermental

Division of Health 

Sector Coordination

Division of Health 

Sector Inter-

Govermental Affairs

Department of 

Administrative Service

General Administration

HRM

SCMD

Accounts

HRD

Finance

ICT

PRO

Legal Matters

出典: Kenya MOH の図を基に JICA 調査団作成 

図 1-4：MOH 組織図 

表 1-3：保健医療分野における中央政府とカウンティ政府の役割 

出典: Kenya Health Sector Strategic and Investment Plan を基に JICA 調査団作成 
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1-3-2 医療提供サービスにおける患者紹介体制 

ケニアの保健医療サービス体制は図 1-5 のとおり、6 段階に分類され、各レベルに沿った

医療サービスが提供されている11。レベル 2 とレベル 3 は一次医療サービスを提供し、レベ

ル 4 とレベル 5 は地域レベルで二次医療サービスを提供している。レベル 1～5 までは、カ

ウンティ政府の所管となっており、レベル 6 のみが MOH の直接所管である。患者の異なる

施設レベル間の移動はこの患者紹介体制に沿って調整・管理されるが、緊急時には例外と

してレベル 1～3 の施設から救急機能を有するレベル 4～6 の施設に紹介されることがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお民間の医療施設は、2013 年時点で病院が 117 施設、診療所が 2,800 施設、妊産婦・新

生児保健施設が 310 施設確認されている12。 

 上述のように強固な患者紹介体制が規定されているが、搬送に係る政策やガイドライン

の欠如や道路状況による搬送の遅れの常態化、患者の上位レベル施設の選考嗜好、患者紹

介体制に係る財政政策の欠如、患者紹介体制のモニタリングシステムの欠如、異なるレベ

ル間の調整機能の欠如等、多くの課題が存在し、十分に機能しているとは言えない状況に

ある。また高次医療施設は都市部に集中しており、都市部と地方部との間で保健医療サー

ビス提供の格差が存在している。 

  

                                                        
11 出典: Kenya Health Sector Referral Implementation Guidelines 2014 
12 JETRO（2013） 

出典: Kenya Health Sector Referral Implementation Guidelines 2014、 

Kenya Health System Assessment 2010 を基に JICA 調査団作成 

図 1-5：医療提供サービスにおける患者紹介体制 
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1-3-3 検査サービス提供体制 

検体検査を行う検査施設においても医療

施設と同様に紹介体制（ The Integrated 

Laboratory Referral Network、以下 ILRN）が存

在する（図 1-6）13。この ILRN は公的保健医

療施設だけでなく、民間の保健医療施設も含

み、図 1-6 のとおり、3 つのレベルから構成

さ れ る 。「 National Policy Guidelines for 

Laboratory Specimen Referral Networks」によ

ると、各レベルの検査施設が提供すべき検査

が定められており、それぞれ整備されるべき最低限の必要機器リストも存在する。 

 

1-3-4 保健医療人材 

表 1-4のとおり、ケニアにおける医療従事者は毎年増加傾向にあるが、今後の人口増加に

対応するため、より一層医療従事者の育成と能力向上に力を入れる必要がある。特に臨床

検査技師は1,646名（人口100万人当たり36.3名）であり14、日本の臨床検査技師数である64,080

名（人口100万人当たり504.2名）15と比較すると極端に尐なく、早急な育成が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
13 ILRN は、患者の診療の管理、法医学の診断、ならびに効果的な疾病の予防・抑制・監視を支持する公

衆衛生上の決定のための、質の高い、正確かつ適時的な検査情報を実現することを最終目標とする。 

14 出典: WHO HEALTH SECTOR STRATEGIC AND INVESTMENT PLAN (KHSSP) JULY 

2013-JUNE 2017 

15 出典: 平成 29 年版厚生労働白書 

出典: Kenya Health Sector Referral Strategy 2014 - 2018

を基に JICA 調査団作成 

 

出典: Kenya Health Policy 2014 - 2030 を基に JICA 調査団作成 

図 1-6：検査サービスにおける紹介体制 

表 1-4：ケニア医療従事者（2011- 2013） 
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1-3-5 保健財政 

(1) 保健医療に係る予算 

下図 1-7 は、2012/13 年度から 2016/17 年度にかけての保健医療に係る予算の状況を示し

ている。2016/17 年度の国家総予算の 1 兆 5,050 億ケニアシリング（Kenyan Shilling、以下

KES）16のうち、7.6%が保健医療の予算として割り当てられた。そのうち MOH には 3.7%に

当たる 600 億 KES が予算として割り当てられ、カウンティ政府には残りの 3.9％が保健医療

に係る予算として割り当てられた。これはカウンティ政府の予算の 25.2%に当たる。 

 またその推移に注目すると、保健医療に係る総予算は 2012/13 年度に 7.8%、2013/14 年度

に 5.5%、2014/15 年度に 7.5%、2015/16 年度に 7.7%、2016/2017 年度に 7.6%と、約 7%後半

を維持しているが、アブジャ宣言で合意された総予算に占めるべき最低限の保健医療予算

の割合である 15%には及ばない。地方分権が行われた 2013 年以降の MOH の予算は 2013/14

年度に 3.4%、2014/15 年度に 4.0%、2015/16 年度に 3.9%、2016/17 年度に 3.7%と、国家予算

に占める割合は大きな変動はない。一方、カウンティ政府の予算において保健医療に係る

予算が占める割合は、2013/14 年度に 13.5%、2014/15 年度に 21.5%、2015/16 年度に 23.4%、

2016/17 年度に 25.2%と増加傾向にあると言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上述のようにカウンティ政府における保健医療予算の割合は小さくないが、下図 1-8 の

とおり、その割合はカウンティ政府によって異なり、2016/17 年度の平均割合 25.2%に対し、

総予算に占める割合が 30%を超えるところもあれば、10%を下回るところも存在する。 

 

                                                        
16 2019 年 5 月度の JICA 統制レートでは、1KES= 1.109830 円。 

出典: National and County Health Budget Analysis FY 2016/17 

図 1-7：保健医療に係る予算割合の推移 
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2016/17 年度の MOH の開発予算のうちケニア政府から割り当てられた予算は 36.6%（約

114 億 KES）に過ぎず、残りの 63.4%（約 198 億 KES）はドナーからの援助となる。その多

くは、HIV、リプロダクティブ・ヘルス、予防接種、保健医療システムの支援に配分された。

残りの 2016/17 年度の MOH の開発予算額 114 億 KES（36.6％）の金額の大部分は医療機器

サービスプログラム（39％）と無料の出産ケアプログラム（38％）に割り当てられた17。 

 

(2) 国民健康保険基金 

1967 年に NHIF を基盤とする医療保険が設立された。NHIF に加入している場合は、本人

とその家族に健康保険が適用され、適用対象の診療は無料で提供される。NHIF が発行して

いる「Benefit Package – Explanation of the benefit package for the National Scheme (November 

2015)」に NHIF で保険適用される診療項目が明記されているが、その範囲は幅広く、診察

と各種検査サービスに加え、「薬剤の処方と処方箋の発行」、「歯科治療」、「放射線画像診断」、

「看護・助産サービス」、「手術」、「理学療法」の 6 項目を含む保健医療サービスがその対

象となる。健診に係る診療項目である臨床検査サービスにおいて、NHIF で保険適用されて

いる具体的な検査は、以下の 22 種類の検査となり、幅広い検査が公的医療保険で適用され

ている。 

                                                        
17 出典: National and Country Health Budget Analysis FY 2016/2017 

出典: National and County Health Budget Analysis FY 2016/17 

図 1-8：カウンティ毎の総予算に占める保健医療に係る予算割合 
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 また保険料は表 1-5：NHIF の保険料のとおり、加入者の月収に応じて決定される18。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NHIF の加入率は NHIF の設立後に徐々に拡大してはいるものの、汚職等によってケニア

国民の信頼を NHIF が失ったこともあり、現時点では全ケニア国民の 30%にも満たないとさ

れる。19その一方、ケニア政府が UHC の達成を掲げていることから、NHIF としても、UHC

達成の一環として保険適用される人口の割合を増やすことが喫緊の課題となっている。保

険適用される人口を拡大するには、NHIF へのケニア国民の満足度を高める必要があるが、

本調査事業にて NHIF と面談の際には、NHIF から現在提供している医療保険に対する被保

険者の満足度は高くなってきてはいるがまだ不十分で、更なる満足度の向上が必要と NHIF

が認識していることを確認した。なお民間保険の現状については、第 3 章にて詳述する。  

                                                        
18 フォーマルセクター外の加入者の場合、月収に関わらず、保険料は月額 500KES となる。 
19 杉下（2015） 

1. 血液検査（ヘモグロビン、赤/白血球数、ヘマトクリット、末梢血塗抹標本検査） 

2. 白血球分類検査                       3. 末梢血塗抹標本検査 

4. 鎌状赤血球症検査                     5. 血液型検査 

6. 梅毒検査                             7. グラム染色検査 

8. 抗酸染色検査                         9. 水酸化カリウム直接鏡検法 

10. ウェットマウント標本検査            11. 尿検査 

12.  HIV 検査                           13. 妊娠検査 

14. ウィダール反応検査                  15. 便検査（寄生虫卵・嚢胞） 

16. マラリア原虫厚層塗抹検査            17. 子宮頚管塗抹検査 - 細胞診 

18. 泌尿器内視鏡                        19. 血糖検査 

20. 輸血用採血、保管適合性試験          21. 出血・凝固検査                         

22. 寄生虫検査（簡易診断検査） 

出典: NHIF Benefit Package に基づき JICA 調査団作成 

表 1-5：NHIF の保険料 



10 

 

1-4 開発計画、政策 

1-4-1 Vision 2030 

保健医療分野に係るケニアの開発戦略・政策として最も上位に位置するものが「Vision 

2030」である。同戦略内で、ケニアは 2030 年までの中所得国入りを目指し、全ての国民に

質の高い生活を保障することを打ち出している。この「Vision 2030」と「Global Health 

Development Agenda (Global Health Commitments)
20」に基づき、ケニア政府は後述するような

保健医療分野における政策や戦略を定めている。 

 

1-4-2 Kenya Health Policy 2014-2030 (KHP) 

保健医療分野に特化した中心的な政策文書として KHP が挙げられる。KHP は「ケニア国

民の需要に応じたかたちでの最も高い健康水準の達成」を掲げ、平均寿命、年間死者数、

および生涯生存年数の改善を達成されるべき目標としている。また、その目標を達成する

ための主要な方針として以下の 6 項目が定められている。本事業に関連する項目は下線の 4

項目に及ぶ。 

 

 

 

 

1-4-3 Kenya Health Sector Strategic and Investment Plan (KHSSP) 

KHSSP には「UHC 達成の推進」のために KHP で掲げられた政策を実現するための優先

順位と枞組みが示され、上述の 6 つの各政策目標に対し、具体的な施策が記述されている。 

 特に NCDs に直接関連する主要方針である「NCDs、および精神疾患の増加の阻止と減尐」

の具体的な施策として、以下の 4 つが述べられている。 

 

 

 

 

またこの 4 つの施策のために提供されるべきサービスの種類と具体的な内容、ならびに

それらを提供する施設レベルと主な対象となる年齢層について下表 1-6 のとおり、明記さ

れている。 

                                                        
20 保健医療における国際約束の総称で、「国際保健規則（International Health Regulations）」、「ワガド

ゥグー宣言（Ouagadougou Declaration）」、「国際保健パートナーシップ（International Health 

Partnership: IHP+）」、「ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals: MDGs）」を含む。 

1. NCDs 対策のための保健医療サービスの提供ツール、メカニズム、プロセスの統合 

2.主要な NCDs のための地域レベルと保健医療施設におけるスクリーニングプログラムの構築 

3. NCDs の罹患している周縁化された先住民への直接的介入 

4. NCDs の罹患につながる労働条件、特に労働環境の改善 

・感染性因子の根絶       ・NCDs、及び精神疾患の増加の阻止と減尐 

・暴力、及び外傷の減尐     ・必要不可欠な保健医療の提供 

・健康リスク因子の暴露の最小化 ・保健に関わる民間、及びその他のセクターとの連携強化 
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その他、「必要不可欠な保健医療の提供」という政策目標を達成するために提供すべき保

健医療サービスが明記されている。特に健診に関わる臨床検査サービスを提供すべき施設

レベルレベルが以下のとおり、明記されている（優先すべき年齢層は全年齢となる）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-7：健診に係る臨床検査サービスと提供すべき施設レベル 

出典: KHSSP に基づき JICA 調査団作成 

出典: KHSSP に基づき JICA 調査団作成 

表 1-6：施設レベル毎に提供されるべきサービスの種類と介入策 
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1-4-4 非感染症対策 2015-2020 

KHP と並ぶ NCDs 対策上の重要な政策として、ケニア政府が 2015 年に発表した NCDs 対

策の中期戦略「非感染症対策 2015-2020（Kenya National Strategy for the prevention and control 

of Non-communicable Disease, 2015-2020）」がある。これはケニア政府による初の NCDs 対策

の計画で、KHP の目標を達成するために NCDs 対策の枞組みを構築するものである。 

 同計画は「避けられる NCDs による負担のない国家」というビジョンの下、「持続可能な

社会経済発展のための生涯をとおした最適な健康状態の確立を目的とし、NCDs に係る予防

できる負担、避けられる疾病の罹患・死亡・リスク要因・費用の減尐、ならびに根拠に基

づく NCDs の予防・制御の提供によるケニア国民の福祉の促進」という目標を掲げている。 

この戦略では、WHO の NCDs 戦略「NCDs Global Action Plan 2013-2020」において掲げら

れている「2025 年までに NCDs による早期死亡の 25％の削減」の達成と、そのための 8 つ

の目標を採用することが明記されている21。このうちタバコ、アルコール等に係る 2 項目を

除く全てが後述する提案事業に関わる項目と考えられ、その点からもケニアの NCDs 戦略

に沿った妥当性の高い事業であると言える。 

 

 

 

 

 

また NCDs に対する行動として、「疾病予防と健康増進」、「保健システム強化による NCDs

の早期発見と制御」、「モニタリング、サーベイランスと研究」の 3 つの領域で実施され、

いずれの領域においても費用対効果の高く、根拠に基づく介入が優先されるとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
21 その達成のために関連する全セクター、カウンティ政府、及び健康開発パートナーの代表者からなる

NCDs 機関間調整委員会（ICC）を設立することも記載されているが、まだ詳細は確認できていない。 

・喫煙者を 30%減尐         ・アルコールの有害な使用を 10%減尐 

・高血圧患者を 25%減尐       ・塩分摂取を 30%減尐 

・運動不足を 10%減尐        ・糖尿病/肥満を増加させない 

・心血管疾患他の NCDs に係る必須医薬品・技術へのアクセスを 80%に上昇 

・心臓発作防止のための薬剤療法と診療を尐なくとも 50%の人が受けられる 

図 1-9：NCDs の予防と制御についての枞組み 

出典: 非感染症対策 2015-2020 に基づき JICA 調査団作成 



13 

 

1-5 保健医療分野における主要ドナー・関連企業の活動 

1-5-1 日本の国別開発協力方針・ODA 事業 

日本のケニアの対する援助方針（国別援助方針）は、上述の「Vision 2030」に準拠し、持

続的な経済、社会の発展の促進に寄与することを目指している。援助実績は下表 1-8 のと

おりで、無償資金協力は減尐傾向にある反面、有償資金協力の案件の金額が増えてきてい

る。 

  

 

 

 

 

 

 

保健医療分野は重点分野とされており、2014 年以降に実施が決定した日本の同国に対す

る保健医療分野の ODA 事業は下表 1-9 のとおり、特に貧困層や地方都市の保健医療体制の

強化、基礎疾患予防対策の質的向上・保健医療サービスの提供範囲の拡大の支援等、UHC

の推進に重点が置かれている。具体的には、UHC 調整委員会の主要メンバーとして、UHC

達成に向けたロードマップの作成、ケニア保健財政戦略策定、地域保健戦略策定とその活

用、保健人材戦略策定に寄与している。実施機関である JICA は UHC 推進に向けた協力の

一環として NCDs 対策を挙げているが22、直接的に NCDs に係る案件は存在しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
22 米山（2015） 

表 1-9：ケニア保健医療分野における日本の援助案件 

出典: 外務省国別データ集 2017 を基に JICA 調査団作成 

出典: 外務省国別プロジェクト概要、JICA ナレッジサイトプロジェクト情報を基に JICA 調査団作成 

表 1-8：日本の対ケニア援助形態別実績（単位 100 万 USD） 
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1-5-2 主要ドナーの活動 

(1) 2 国間援助 

諸外国の対ケニア経済協力実績は下表 1-10 のとおりである。米国による協力が圧倒的に

多く、続いて英国、ドイツ、フランス、日本が同程度の協力実績がある23。 

米国はケニアに対する支援方針として「Country Development Cooperation Strategy 

2014-2018」を打ち出しており、ケニアのガバナンス、および経済持続性を目標とし、保健

医療システムのオーナーシップを強化し、良質な医療の利用増加を統合的に実践すること

を目指している。英国のケニアに対する支援方針は「Operational Plan 2011–2015」に示され

ており、保健医療分野においては妊産婦の健康状態の改善やマラリア対策への支援を主軸

に支援してきた。現在実施中の保健医療案件として、飢餓対策、母子死亡率低減、MOH の

実施する保健医療サービスシステムの支援等があり、基礎保健に加え行政支援も含まれて

いる。ドイツは保健医療分野において「Kenya Health Sector Programme」を実施しており、

経済的かつ質の高い医療へのアクセスを目指し、MOH、カウンティ政府、および NHIF を

支援している。同プログラムでは UHC 実施のためのロードマップ開発を支援している。 

しかし、いずれの 2 国間援助においても直接的に NCDs 対策に係る保健医療案件を実施

しているドナーは見受けられなかった。 

 

 

 

 

 

 

(2) 国際機関による援助 

国際機関のケニアの経済協力実績は下表 1-11 のとおりとなる。 

 

  

 

 

 

 

                                                        
23 フランスは 2010 年以降、森林等への支援、水関連の衛生支援、食糧支援事業を実施しているが、保健

医療分野の事業は実施していない。 

表 1-11：国際機関の対ケニア援助実績（支出総額ベース、単位 100 万 USD） 

出典: 外務省 KENYA を基に JICA 調査団作成 

出典: 外務省 KENYA を基に JICA 調査団作成 

表 1-10：主要ドナーの対ケニア経済協力実績（支出総額ベース、単位 100 万 USD） 
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国際開発協会（International Development Association、以下 IDA）は、「Kenya Country 

Partnership Strategy FY 2014-2018」にて、ケニアに対する戦略を打ち出しており、保健医療

分野についてはカウンティにおける健康・サービス向上を目標としている。2010 年から 2015

年にかけて保健医療分野で実施されている案件は、エイズ対策、マラリア対策が主である

が、2018 年 3 月に NCDs に係る新たなパイロット・イニシアティブとして「NCDs Integrated 

Delivery」を打ち出し、ナイバシャでワークショップを実施した。ケニアの民間部門への支

援については国際金融公社 （International Finance Corporation、以下 IFC）が主要な機関とし

て活動をしている。保健医療分野では、廉価な循環器関連手術を提供する民間病院 ISO 

Health Greenfield Cardiac Hospital の事業への投融資や、安全かつ適正価格の医薬品を流通さ

せるため、民間企業である Goodlife へ投資を実施している。 

ケニアの NCDs 対策についての他ドナーの動向として、2014 年より WHO を中心とした

国連のカントリーオフィスが協働し、United Nations Interagency Task Force for the Prevention 

and Control of NCDs の支援を受け、2015 年に「非感染症対策 2015 – 2020」を策定したこと

が挙げられるが、現地調査の結果によると、その策定以降、具体的な NCDs 対策の動きは

ない。 

 ケニアの保健医療分野における現在の国際機関の動きを総括すると、引き続き母子保健

と感染症を重要課題と認識しつつも、特定の課題にのみ注力する垂直的アプローチから、

保健医療システムの強化によって対象の課題に取り組む水平的なアプローチに移行してい

る。 

 

(3) その他 

国境なき医師団（Médecins Sans Frontières、以下 MSF）は難民やスラムの貧困層に対する

救急や母子保健を含む基礎医療を提供している24。特にナイロビのスラムでは、薬物中毒、

犯罪、性的暴行を含む暴力が多く、そこで傷害を受けた患者のために当地域の診療所に外

傷処置室を設けて、外傷患者に対応すると共に、必要に応じて他病院へ紹介している。 

また John Snow Inc.、Gamelab Berlin for Humboldt University、ドイツ国際協力公社からな

る協力機構 Healthcare Games Kenya は、保健医療サービスについてのゲームのアプリを提供

している。最初に開発したアプリは遠隔で医療従事者の技術を習得・更新させることを目

的としていたが、2 つ目のアプリは、健康な生活を築くことを目指し、一般向けに NCDs の

リスクを軽減するための臨床情報を提供している25。 

                                                        
24 Médecins Sans Frontières（2016）「Activity Report 2016」 

http://activityreport2016.msf.org/country/kenya/ 
25 John Snow, Inc. News @ JSI（2017 年 5 月 31 日）、 

https://www.jsi.com/JSIInternet/Newsroom/newsitem/display.cfm?a=1&id=2146 

http://activityreport2016.msf.org/country/kenya/
https://www.jsi.com/JSIInternet/Newsroom/newsitem/display.cfm?a=1&id=2146
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1-5-3 日系法人の進出状況 

(1) 営利法人 

ケニアの医療市場の規模は 2015 年時点で約 35 億米ドル（United States Dollar、以下 USD）

となり、今後も拡大が予測されていることから、日系企業を含む多くの営利法人がケニア

に拠点を構えている26。 

武田薬品工業は 2010 年より、同社の CSR（企業の社会的責任）の一環として「タケダ・

イニシアティブ」を開始し、保健医療人材の育成等を支援している。具体的には 2016 年か

らケニア政府のデジタル出席記録プログラムの支援や移動健診車を用いた地方でのスクリ

ーニングを実施している。また JICA の協力準備調査（BOP
27ビジネス連携促進）にて、サ

ブサハラ諸国における医薬品アクセス向上を目的とした事業策定のため、NCDs の患者の所

得水準を調査し、それに応じた適正な医療費を検討している28。 

 

(2) 非営利活動法人 

 日本赤十字はケニア赤十字社が 2007 年から行なっている地域保健強化事業

「IHOP  Integrated Health Outreach Project（「愛ホップ」事業）」を支援し、CHV の育成や、

住民を対象とした健康教育や対話集会、巡回診療をとおして、地域の病気予防や保健医療

施設の機能強化を実施した。 

特定非営利活動法人 HANDS（Health and Development Service）は、ケニア西部に位置する

ケリチョーにおいて、その地域の人々の健康状態の改善を目指して、CHV の支援により、

対象地域の住民と行政を中心とした健康を守る仕組みをつくる事業を行なっている。 

特定非営利活動法人 日本リザルツは、2016 年 7 月より「ナイロビ市のスラム居住区にお

ける地域主導の結核予防・啓発活動の拡大支援事業」を実施しており、ナイロビ市のカン

ゲミ地区で結核検査所の建設やボランティアに対する研修活動を実施している。 

医療法人 光心会は、2016 年 4 月、ナイロビに検査を中心の目的とした日本式病院 Grand 

Forest Japan Hospital を開院し、コンピュータ断層撮影法（Computed Tomography、以下 CT）

装置、X 線診断装置、超音波診断装置等の機材を用い、日本式の質の高い医療を提供して

いる。日本の医療機材として、島津製作所、オリンパス、富士フィルム、池田理化、堀場

製作所、アークレイ株式会社の機材が導入されている。また、地方への巡回指導も行なっ

ており、一般診療、妊婦健診、保健・健康教育といったサービスも提供している29。 

 

                                                        
26 小松崎（2017） 
27 経済ピラミッドの底辺層（Base of the Economic Pyramid、以下 BOP） 
28 武田医薬品ニュースリリース（2016 年 9 月 9 日）、http://www.takeda.co.jp/news/2016/20160909_7533.html 
29 Grand Forest Japan Hospital, http://grandforest.jp/dx/ 

http://www.takeda.co.jp/news/2016/20160909_7533.html
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1-6 ケニアの開発課題のまとめ 

上述の結果に基づき、本事業の対象国であるケニアの保健医療分野の開発課題として以

下の 4 点を挙げる。 

 

(1) NCDs の負担の増大 

ケニアでは、GDP 成長率が堅調で、人口も毎年増加しており、今後も更なる経済発展が

見込まれる。その一方で、同国の保健医療状況は周辺のアフリカ諸国と同様に、依然とし

て世界平均を下回っている。主要死因は未だに感染症疾患が中心であるが、既に NCDs も

増加しており、疾病構造の変化と疾病の二重負荷が見え始めている。そのため、早急に NCDs

対策を実施する必要性がある。 

 

(2) 政府予算における保健医療予算の限界 

カウンティ政府の予算に占める保健医療関連予算は増加傾向にあるが、ケニアの公的予

算全体の中の保健医療関連予算は 7%程度に留まっている。一方、感染性の疾患と比較して

慢性疾患である NCDs の治療費は高額であり、今後 NCDs 患者が増え続ければ、ケニアの

医療費は大幅に増大すると予想される。よって、現状の財政状況を鑑み、財政上の負担を

大きく増大することなく実施できる NCDs 対策を計画する必要がある。 

 

(3) NCDs 対策に係るドナーの支援の不在 

上述の①、②のとおり、NCDs 対策の必要性は高いが、それに対する政府の保健医療予算

は限られており、今後更に NCDs がその予算を圧迫することが予想される。そのため、ド

ナーによる NCDs 対策のための支援が必要であるが、日本を含む多くのドナーが感染症対

策や母子保健、基礎保健を対象とした案件を実施しており、NCDs 対策に係る案件はまだ実

施されていない。一部日系法人による NCDs 対策のためのスクリーニングや検査サービス

が提供されているが、ケニア全土を対象としたサービス提供は難しい。大規模な資金によ

り、NCDs 対策に抜本的に取り組むドナーの支援が必要となる。 

 

(4) 公的医療保険のカバレッジの拡大の必要性 

現在のケニアの保健医療分野における最大の目標は UHC の達成であり、特に NHIF 加入

者を大幅に拡大することが目標として定められている。しかしながら NHIF から現在提供し

ている医療保険の被保険者の満足度は高くなってきてはいるものの、被保険者の拡大には

まだ不十分である。そのため、NHIF へのケニア国民の満足度を更に高め、公的保険の加入

者を拡大するための対策が必要となる。 
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第2章 企業、技術 

2-1 提案企業の概要、実績、海外展開事業の位置づけ 

法人名  株式会社 キャンサースキャン 

代表者名      福吉 潤 

本社所在地 東京都品川区西五反田 2 丁目 8-1 五反田ファーストビル 5 階 

設立年月日 2008 年 11 月 1 日 

 

キャンサースキャン社は、日本、そして世界の公衆衛生に貢献することをミッションと

し 2008 年に設立されたソーシャルマーケティング・シンクタンクである。設立以来、中央

省庁、地方公共団体、研究機関、健康保険組合等を顧客とし、健診受診率向上プログラム

を提供してきた。これまでに延べ 250 以上の自治体への提供実績を誇り、その受診率向上

効果は国内外で高い評価を受けてきた。 

キャンサースキャン社が日本国内で展開する生活習慣病予防のための行動変容を目的と

したソーシャルマーケティングの市場は、定期健診実施に必要な補助的活動の費用を財源

とする市場であり、成長性には限界があると考えている。規模にして最大でも 500 億円程

度であり、また、人口の減尐がはじまっている国内市場の成長の見込みは大きくない。そ

のため、より大きな成長が期待される海外市場の開拓と先行投資は、キャンサースキャン

社全体の将来に渡る成長性を確保する目的から非常に重要な経営上の課題だと考えている。 

そこでキャンサースキャン社では、事業の成長のため、まだ定期健診の制度自体は普及

していないが、各種健診の供給能力は存在する低中所得国において、キャンサースキャン

社のサービスを提供し、制度普及を支援することが必要不可欠だと考える。特にアフリカ

は、所得階層を超えて NCDs が急速に蔓延し、それに伴い各種健診市場が数兆円規模にな

ると予想される。初期投資を抑えながらも確実にアフリカ市場に参入を果たすことは、キ

ャンサースキャン社の将来を占う上でも有意義な試金石になる 

 

2-2 提案技術 

2-2-1 提案技術の概要 

キャンサースキャン社が本調査をとおして事業化、および ODA 案件化を検討したサービ

スは、上述の「健診受診率向上プログラム」、特にソーシャルマーケティングの手法を用い

た受診勧奨である。 

キャンサースキャン社の主力サービスである、保険者（日本では主に地方自治体）向け

健診受診率向上プログラムは、保険者を顧客に、健診の対象者に対し受診勧奨を行うこと

が主な内容である。日本の特定健診におけるキャンサースキャン社のサービスは、対象者
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の属性や受診履歴、問診結果やアンケート結果等に基づき、勧奨の対象者を特定し、更に

対象者に合わせたメッセージを載せた資材により受診勧奨を行うものである。 

 

 

 

2-2-2 提案技術の仕様 

キャンサースキャン社の健診受診率向上プログラムは、以下の 3 つの要素によって特徴

づけられる。根幹となるのは、1) キャンサースキャン社独自の“ABCDE 習慣化モデル”と呼

ばれる行動科学に基づいたソーシャルマーケティングの考え方であり、2) “ABCDE 習慣化

モデル”に基づいた住民セグメンテーションの作成と、3) ソーシャルマーケティング資材の

製作・提供を行うことで、自治体全体の健診受診率を向上させるのがキャンサースキャン

社プログラムの特徴である。 

また、キャンサースキャン社の健診受診率向上プログラムは、メインサービスの受診勧

奨に加えて、健診対象者の健診データや診療報酬明細に基づくデータ分析や、分析結果に

基づく介入施策の提案予備支援、プログラムの計画策定等も、顧客の要望に基づき提供し

ている。 

 

 

出典: JICA 調査団作成 

図 2-1：健診受診率向上プログラムの販売実績一覧 
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図 2-2：健診受診率向上プログラムの 3 ステップ 

  

 

① ABCDE 習慣化モデル：個人の健康行動の習慣化には以下の５つの習慣化要素（A

～E）が必要となると考える独自の行動科学モデル。 

1) Awareness（認知）: 健康課題への気づき 

2) Benefit（便益）：健康行動の便益の理解 

3) Cue（きっかけ）：健康行動を行うきっかけへの接触 

4) Difficulty（障害）：健康行動を行う妨げとなる障害の除去 

5) Encouragement（報酬）：次回も健康行動を行うための報酬への接触 

 

ある健康行動を習慣的に実施していない個人は、その健康行動にまつわる上記 5 つ

の習慣化要素の何かが欠落しており、その要素を外部から提供することで健康行動

が習慣的に実施される。まずはどの要素が欠落しているのかを特定する。 

 

② 住民セグメンテーションの作成：ある健康行動に関して、上記習慣化要素の欠落パ

ターンが同一である住民のグループを作成する。その後、各住民グループ（セグメ

ント）に関して、欠落している習慣化要素をどのような手段で補うことが最も効果

的・効率的に健康行動の促進につながるのかを明らかにするところまで、事前ソー

シャルマーケティング調査を行う。 

 

③ ソーシャルマーケティング資材・手法開発：各セグメントに対して欠落している習

慣化要素を補足的に提供するための方法。欠落している習慣化要素の提供方法は多

岐に渡り、コミュニケーションを綿密にデザインし、適切な情報提供を行うことで

習慣化要素の提供が達成される。提供方法は、ダイレクトメールのような資材、テ

レビ CM や Web サイト、スマートフォンアプリ等である。 

出典: JICA 調査団作成 
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2-3 提案技術の現地適合性 

2-3-1 現地適合性の調査方法とその結果を踏まえた提案技術の変遷 

本調査開始前に本提案技術が現地においても適合性があると推定した根拠として、ケニ

ア国民の「健診により自身の健康状態を把握したい」という要望を高めることが可能だと

いうことが、キャンサースキャン社の準備調査（BOP ビジネス連携事業）より明らかとな

ったことが挙げられる。同準備調査において、キャンサースキャン社は同国ナクルナイバ

シャ地区で健診受診率向上プログラムを実施した。その中で The Department of Health Service 

Naivasha Sub-county（以下、ナイバシャ地区保健局）により提供された健診30には、毎回約

150 人の住民が参加し盛況であった。また、そこで測定された健康指標は全国統計と同様の

深刻な事態であり、NCDs 罹患リスクの広まりは、今や中間層以上の国民に留まらないこと

が推察できた。この結果を受け、一刻も早い健診の普及が求められているという判断のも

と、本調査を開始した。 

本調査では、現地適合性の調査として、提案技術の市場の需要に対する調査と、実際に

提案技術の使用を希望する機関における提案技術の試験的運用をとおしてサービス内容の

適合性を調査する試験導入調査の 2 つの調査を実施した。前者は「健診の対象者に対する、

予防としての健診に関する需要調査」と「顧客候補である、従業員に対して保険を提供す

る雇用主に対する提案技術の需要調査」を実施した。同調査結果は、次章「ビジネス展開

計画」の市場分析にて詳述するが、その結果から、健診の受診勧奨よりも、健診後の健診

結果の返却やフォローアップに係るサービスへの要望が強いことが確認できた。またケニ

アでは第 1 章で述べたように、現時点では健診制度が普及しておらず、受診勧奨サービス

を導入したとしても、適切な健診サービスを提供できる医療施設が限られると判断された。

したがって、本調査事業開始当初に展開を想定していた提案技術である受診勧奨サービス

にとどまらない、健診後のハイリスク者に対する生活習慣改善指導を含んだ包括的な予防

サービスとして前節において詳述した健診プロモーションとハイリスク者への生活習慣改

善介入のパッケージを提案することとした。 

 

2-4 開発課題解決貢献の可能性 

キャンサースキャン社が提供する健診プロモーションおよび健診後のハイリスク者に対

する生活習慣改善指導を含んだ包括的な生活習慣病予防サービスは、個々の健康に対する

考えや行動に応じて変容を働きかけ、考えや行動・習慣に変革を起こすことで健診受診者

を増加させ、NCDs の罹患が予期される肥満や高血圧、高血糖等のハイリスク者を早期に発

                                                        
30 成人を対象に無料にて血圧、血糖、BMI を測定した。 
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見し、リスク要因を減らすための生活習慣改善指導など早期の介入を可能にする。健診認

知活動により国民の健診受診の要望が高まり、広く健診が普及し、健診受診者増加により

ハイリスク者が特定され、NCDs 発症前の予防的介入を実現させることができれば、NCDs

罹患拡大という開発課題を解決することができる。 
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第3章 ビジネス展開計画 

3-1 ビジネス展開計画概要 

提案技術である健診受診率向上プログラムのケニアにおける展開可能性について調査を

実施した結果、健診の受診者を勧奨によって拡大することと共に、現在健診が提供されて

いる受診者に対してのフォローアップや、日常的な生活習慣改善指導等、生活習慣病予防

の健診に付随するサービスの需要が確認できた。そのため、ケニアにおいては、健診受診

率向上プログラムという提案技術に加えて、キャンサースキャン社が国内で培った経験を

活かし、健康ハイリスク者への介入やフォローアップを含めた健診に付随する包括的な予

防サービスの展開を目指す。 

ケニアにおけるビジネス展開としては、下図 3-1 に示すとおり、キャンサースキャン社

が、顧客である民間保険会社および公的保険者に対して、生活習慣病予防サービスパッケ

ージを販売する。当パッケージには、当初の提案技術である健診受診勧奨のほか、健診を

提供する医療機関と提携した健診予約代行、健診結果データの管理、健診結果の送付と健

診後フォローアップ（健診結果の説明、生活習慣改善指導）等、健診に付随するサービス

が含まれる。 

キャンサースキャン社は顧客の保険加入者または従業員に対し、生活習慣病予防アプリ

SIMWAY を提供し、同アプリを使用して健診情報の告知や、受診勧奨メッセージの送付、

健診日程の調整を行うことで、健診受診を促進する。また健診後には、結果票の送付（将

来的に SIMWAY 上での送付を検討しているが、現行アプリでは不可なため、アプリの改修

が必要となる）とフォローアップを行う。健診を提供する医療機関とキャンサースキャン

社は業務提携契約を結び、健診対象者の受診手配、日程調整を行う。医療機関は健診対象

者である保険加入者または顧客従業員に対し健診を提供し、健診結果データをキャンサー

スキャン社に送付する。キャンサースキャン社は顧客に販売するパッケージ料金のうち、

健診費用分を提携医療機関に支払う。 
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3-2 市場分析 

 キャンサースキャン社がナイロビで行った事前調査では、中間層や富裕層において、健

診に対する一定の需要があることが確認された。そのため、サービスの対象者を、首都在

住で、企業等に勤める中間層31と定義し、保険料を負担する保険者や雇用主等を顧客として、

キャンサースキャン社の健診受診勧奨サービスが販売可能であると推定し、本調査を開始

した。 

本調査にて提案技術の現地適合性を精査するため、健診の対象者に対する予防としての

健診や健康や病院サービスに関する需要調査、顧客候補である従業員対して保険を提供す

る雇用主に対する提案技術の需要調査、および民間医療保健会社および公的保険者に関す

る調査を行った。 

 

3-2-1 健診の対象者に対する予防としての健診に関する需要調査 

キャンサースキャン社事業としては、中間層を対象にサービスを展開することを想定し

ているため、本調査内で中間層に対してのインタビュー調査を実施し、健康、健診や病院

サービスについての要望の把握を行った。 

 

                                                        
31 月当たりの 20,000KSH 以上から 300,000KSH 以下を採用した。 

出典: JICA 調査団作成 

図 3-1：サービス概要と顧客及びパートナー 
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(1) 調査対象者の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2：調査対象者の職種別構成比 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3：調査対象者の月給別構成比 

 

(2) 健康維持のための行動 

健康維持のための行動について、既に行っていること、現状行っていないが行いたいと

希望していることを調査した。調査結果から、定期健診は現状では行っていないが、行い

たいという希望が高いことが分かる。また、運動やバランスのよい食生活は既に行ってお

り、今後も行いたいという希望が高いことも分かる。 

 

 

性別 20 代 30 代 40 代以上 総計 

男性 232 254 172 658 

女性 194 108 51 353 

総計 426 362 223 1011 

 

表 3-1：調査対象者の年齢別構成 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 



26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4：健康維持のために既に行っていること 

 

図 3-5：健康維持のためにこれから行いたいこと 

 

(3) 健康についての関心 

健康について心配していることを調査したところ、がん、HIV/AIDS、糖尿病、太りすぎ

に対する心配が明らかになった。この結果により、ナイロビ在住の中間層においては、健

康についての関心が感染症よりも生活習慣病にあることが分かる。 

表 3-2：調査対象者の給与および年齢別構成比 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 
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図 3-6：健康について心配していること 

 

(4) 健診の受診 

健診について受診経験を尋ねたところ、半数以上の人が 1 年以内に何らかの健診、また

は検査をうけたことがあると回答した。パッケージの健診だけでなく、何らかの検査を受

けた経験も含まれると解釈されるが、がん検診を受けている人も一定数いることから、健

診はある程度の普及と認知が確認された。 

 

 

 

 

 

 

図 3-7：直近の健診受診比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-8：健診での受診項目 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 
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医師の勧めで健診（また検査）を受けた人が多いが、次いで職場で健診があるとの回答

も 18%あり、職場における健診の受診促進や受診者への介入の需要はあると解釈できる。 

 

 

 

 

 

 

図 3-9：健診受診のきっかけ 

 

健診受診の利点をたずねたところ、健康状態を把握したいと答えた人が多く、健診の意

義を理解する人も多いことが伺えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-10：健診を受診する利点 

 

健診受診の障害となる要因をたずねたところ、時間がかかる、費用が高いと答えた人が

多かった。迅速で安価な健診が求められていることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-11：健診の定期的な受診を妨げる要因 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 
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(5) 保険への加入状況 

保険についての調査をおこなった。NHIF 加入者が多く、ついで、Jubilee 社へ加入する人

が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-12：健康保険の加入先 

 

保険料の負担は、回答者の 65%が、雇用主が負担していると回答している。また、民間

保険会社の選択理由としては、雇用主が選択したからと回答した人が約 6 割であることか

ら、被保険者へのアクセスは、雇用主をとおすことが適当であるという示唆を得た。 

 

図 3-13：保険料の負担者構成比 

 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 
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図 3-14：民間保険会社を選択した理由 

 

健診費用が保険で適用されている人は半数強であった。 

 

図 3-15：雇用先負担で健康保険に加入している割合 

 

健診を雇用先か保険が負担することで、雇用先への忠誠心やモチベーションがあがるか

を尋ねたところ 80％の人が「はい」と回答した。 

 

図 3-16：雇用先による健診料負担により忠誠心やモチベーションが 

上がるという回答率 

 

 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 
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(6) 病院の選択 

病院の選択基準としては、サービスの品質を挙げる人が最も多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-17：病院の選択理由 

 

改善してほしい点としては、待ち時間を挙げる人が多く、質が高く且つ迅速な医療サー

ビスの提供に一定の需要があると考えられる。 

 

図 3-18：病院に改善してほしい点 

 

 

 

 

 

 

 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 
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(7) 減量（ダイエット）の経験 

健診受診者への介入を意図して、ダイエットの経験についてたずねると、全体では 45%、

女性では半数以上の人にダイエットをした経験があった。 

 

図 3-19：性別・年代別減量経験の有無 

 

減量経験がある人に、その理由をたずねたところ、健康維持を理由にあげた人が最も多

く、生活習慣病予防のための介入への需要があることが分かる。 

 

図 3-20：減量に取り組んだ理由 

 

また、男女別でみたところ、美容面よりも健康面を理由に挙げる女性が多い。特に 40 代

以上では医師の指導により減量を試みている人が多く、当調査団のこれまでの調査でも特

に女性の肥満が問題となっていることが確認されていることから、とくに女性には健康の

ための減量、そのための生活習慣改善の需要が高いことが分かる。 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 
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図 3-21：減量をしようと思った理由（女性） 

 

  

 

図 3-22：減量をしようと思った理由（男性） 

 

以上の調査結果により、ナイロビで働く中間層にとっては、生活習慣病予防に一定の需

要があり、健診にも多くの要望があることが分かった。また、このような層へは保険者を

とおしたアクセスが適当であるという示唆を得るに至った。 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 
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3-2-2 顧客候補である従業員に対して保険を提供する雇用主への提案技術の需要調査 

日本では公的医療保険者（地方自治体や企業の健康保険組合）が住民や社員に定期健診

の受診を促すために、健診の費用を一部負担するのが通例である。第一の顧客候補として、

民間企業を想定し、ヒアリング調査を実施した。 

 本調査の結果、ケニアにおいて健診は優良企業が従業員に対して提供する民間保険の中

の付加的なサービスとして提供されていることが分かった。そのような企業は福利厚生や

社員の健康管理の必要性を理解しており、健診の受診率も高い傾向にあった。他方、健診

が提供されていないような中小企業では、従業員に対する保険の提供も十分でなく、健診

の必要性も十分に認識されておらず、健診の受診率向上に関して高い需要は確認されなか

った。健診を既に提供し、また、社員の受診率も高い企業においては、健診後のフォロー

アップや生活習慣の改善指導等、健康ハイリスク者への介入への需要が確認できた。 

また、健診を提供するにあたって、検査を実施する臨床検査ラボラトリーの質と供給能

力は充分でない可能性が高いことが確認されたが、日本の医療法人が経営するナイロビの

医療機関（Grand Forest Japan Hospital）において、質の高い健診が提供できる可能性も確認

された。 

ヒアリング調査の詳細は以下のとおりである。 

 多様な業界からランダムに選ばれた企業にメールによる調査を依頼し、35 社より返答が

得られた。その後、承諾があった企業の人事・福利厚生担当者に対してヒアリングを実施

した。従業員数が多い企業や、外資の企業と、中小企業では福利厚生にかける費用や問題

意識に違いが生じた。中小企業においては、社員の健康管理に関する需要は乏しかったた

め、従業員 50 名以上を大企業として定義し、中小企業とは分けて分析した。ヒアリングを

実施した 17 社のうち、従業員 50 名以上の 8 社を大企業として定義した。回答した企業は

下表 3-3 のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典: JICA 調査団作成 

表 3-3：ヒアリング調査対象企業 
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全ての従業員に対して同一の医療保険を提供している企業は、8 社中 3 社であり、製造業

の 2 社とマイクロソフト社であった。その他の企業については、社員の役職に応じて提供

する保険の種類を区別する傾向にあった。例えば管理者層に対しては、外来、入院代、歯

科、健診等の全てが保険適用される民間保険を提供しているのに対し、一般従業員に対し

ては最低限の公的保険のみを提供している等の例があった。 

 

 

 

保険を提供する理由としては、欠勤による損失（アブセンティズム）の軽減を挙げた会

社が 6 社と最も多かった。次いで、優秀な従業員の確保、従業員の満足度や生産性の向上

が主な理由として挙げられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員にかける保険料ついて回答を得られたのは 4 社であった。全ての従業員に対して

同一の保険をかけていると回答した企業（①）は、一人当たりの年間保険料は 5 万 KES ほ

どであるとの回答であった。その他の企業については、従業員にかける保険の内容や保険

料に幅があり、一人当たりの費用については不明瞭であった。 

図 3-23：民間医療保険に係るヒアリング調査結果 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 

図 3-24：民間企業が医療保険を従業員に提供する理由 
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従業員が保険を利用して受けている治療については、風邪、捻挫、ストレス関連疾患、

気管支系疾患、何らかの感染症との回答があがったが、生活習慣病を挙げた企業はなかっ

た。 

保険料の値上げについて、7 社が毎年の値上げが生じていると回答し、その維持が困難だ

と感じていた。原因は、インフレーションの影響で保健医療サービスの費用が全般的に値

上がりしていることだと考えているようであった。 

医療保険を選ぶ際の基準としては、費用、社員の要望に応じた保険適用範囲、例えば家

族が何人まで保険適用されるか、どの病院が利用できるかが筆頭に挙げられた。 

前述のとおり、従業員に対してかける保険の種類にばらつきがあるが、全ての従業員に

対して予防を目的とした何らかの健診を提供していると回答したのは、8 社中 3 社（④、⑤、

⑦）であった。その他の企業においても、約半数以上の従業員に対しては、健診が保険適

用されていると回答した。提供されている健診の主な内容として回答があったものは図 

3-25 のとおりであった。 

 

 

 

 

また、上記のような健診に加えて、病気の予防・健康維持のための活動が保険適用され

ると回答した企業もあり、ヨガやズンバ32といったアクティビティのプログラムが提供され

ると、4 社が回答した。健診については、病気の予防や健康維持のための、医療保険の付加

的なサービスとして認知されており、福利厚生の一部として捉えられていることが分かっ

                                                        
32 南米発祥のダンス系エクササイズの名称。主にラテン音楽に合わせ、ダンスのステップとフィットネス

の動きを融合させた単純なステップを基本に、様々な振り付けが組み込まれている。 

出典: JICA 調査団作成 

図 3-25：ヒアリング対象企業で提供されている健診項目 
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た。しかし、生活習慣病の予防やそのための健診の受診状況については、人事担当者が考

える喫緊の課題としては捉えられていないようであった。 

従業員が 50 名以下の中小企業については、15 社より返答があり、9 社がヒアリングに応

じた。従業員に保険を提供している企業は 9 社中 4 社であり、そのうち 3 社が全ての社員

に同一の保険を提供していると回答した。公的保険を提供していると回答したのは 2 社で

あり、同じく 2 社が民間保険に加入していると回答した。従業員に健診が提供されている

と回答した会社は 2 社であった。中小企業では、従業員の健康管理に係る費用をあまりか

けられないという現状であった。また、従業員の保険、医療サービスの利用状況等を把握

している企業は 1 社もなく、意識も醸成されていない状況が見受けられた。以上の結果よ

り、企業においては、従業員の健診の受診者を増加させ社員の健康を増進させることへの

需要はあまり高くないと推察できる。 

なお、健康管理アプリを従業員向けに購入するつもりがあるかという問いに、大企業で

は 14％、中小企業では 60％が「おそらく購入する」と回答した。この理由については、大

企業では既に従業員に対し民間保険を提供しているため、健康管理にかかるサービスは保

険パッケージの一部として組み込まれているべきであり、企業側が追加で費用をかける必

要がないと考えるから、という回答が大多数だった。他方、中小企業では、従業員に対し

民間保険を提供できている企業は尐数であるため、健康管理アプリが保険加入費用と比較

して手頃な価格設定であるなら、今後、従業員への福利厚生の一環として購入を検討する

余地があるという回答が多かった。これらの結果を受け、キャンサースキャン社では、従

業員の健康に関する意識が高く、健診の受診率も高い大企業に対して予防サービスの販売

を展開していくには、保険者をとおしたアプローチが適切であると判断するに至った。ま

た、健康管理アプリの販売価格については、中小企業へのヒアリング結果から、NHIF のフ

ォーマルセクター向け最低月額保険料（月収 0-5,999 KES）である 150 KES 前後（一人当た

り、月額）に設定するのが妥当であろうという示唆を得た。 

 前述のヒアリング調査を受けて、顧客候補企業に対して健診の受診者拡大に関する要望

の聞き取りを行った。打ち合わせの機会を得たのは下表 3-4 の 5 社である。 

 

 

 

 

 

 

 
出典: JICA 調査団作成 

表 3-4：健診需要調査の対象企業 
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ヒアリングの結果、医療保険の適用範囲内で健診を提供している企業の健康管理や福利

厚生に関する意識は、非常に高いと感じられた。保険会社や保険の仲介会社と協働し、健

診車を手配した健診日を設定する等、日本の職域保険における健診と同様のレベルで健診

を提供している企業がほとんどであった。このような企業において、健診の参加率は総じ

て高いという回答があった。そのため、大企業において、健診受診率向上プログラムの需

要はあまり高くないと見受けられた。 

 一方で、健診を受けた後のフォローアップ、または健診に留まらない NCDs の予防や健

康維持のサービスについては、需要が高いと感じられた。健診の結果は、リポートとして

送付されることが一般的であったが、健診結果を見ても社員は自身の健康状況をよく理解

できないとの声が多数聞かれた。結果を基にした医師との相談の機会がある場合もあれば、

無い場合もあるようだった。また恒常的にどういった生活習慣や予防が健康維持・改善に

つながるのかの知識も意識も乏しく、情報やアドバイス等、何らかの付加的な予防サービ

スに関する要望が聞かれた。こうした優良企業の社員の平均年齢は若く、まだ医療サービ

ス自体の利用が尐ないのにも関わらず、医療保険の費用が掛かるため、こういった付加的

なサービスに価値を感じていた。 

 

3-2-3 民間医療保険会社・公的保険者に関する調査 

民間保険会社については、健診受診率向上プログラムの顧客とも、パートナーともなり

うる可能性があるため、その動向と要望を調査した。 

 ケニアにおける民間保険業界全体としては、成長が変動的であり、保険サービスの価値

が十分に認識されていないことにより投資が十分になされないことから、市場全体として

の成長は安定的ではない。 

民間保険会社において、健診の提供は過去 10 年ほどで確立されたサービスであり、医療

サービスの中では最も新しい分野のサービスであると認識されている。 

健診は、多くの場合、顧客の要望に基づいて提供されている。保険会社にとっても、顧

客の健康リスクを把握でき、費用を抑えられると考えられていた。しかし、全ての顧客に

需要がある状況ではなく、あくまで商談の際の顧客の要望に基づき、オプションとして提

示しサービスに含める場合がほとんどである。保険会社側にとって、健診を必ずサービス

に含めたい、または必ず健診を受診し結果的に医療サービスに掛かる費用を抑制したい、

という希望よりも、その時々の商談の場での顧客の需要の高さを優先的に考え、販売して

いる。 

健診は、まだ多くの顧客にとっては優先度が高くはなく、全ての顧客に対して提供でき

るものではない。保険会社には、顧客の健康に関する知識の低さが原因として捉えられて
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いた。健診を提供しても、病院や検査機関からのリポートの提供が遅い等、フォローアッ

プについて顧客からの不満が生じる例や、健診を利用しても保険料が安くなるわけでもな

いので、利用価値を感じてもらえないことも原因として挙げられた。 

総じて保険会社にとって、健診を提供する優先度は高くなく、健診の受診者が増えるこ

とは自社にとってメリットがあると考えるものの、顧客の要望を優先した場合、健診の受

診者を拡大する優先度は高くないとの結論であった。 

上記の調査結果を受け、保険会社に対して更なるヒアリングを行った。面談の機会を得

たのは下表 3-5 の 6 社である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 面談の結果、保険会社にとって、NCDs に係る保険金請求が増加していることは問題とし

て認識されていた。保険会社は、既に何らかの疾病に罹患している加入者には医療費がか

かりすぎている一方、ハイリスク者へは対策が十分でないと認識している。健診により被

保険者の健康リスクを把握し管理すること、また早期発見や早期介入により医療費が抑え

られることを理解しており、健診の提供が拡大することへの一定の需要が確認できたが、

顧客にとっての優先度が高いとはいえないため、健診の受診者拡大サービスのみを購買す

ることへの需要は高くなかった。なお、医療費の増大については、病院側の問題と捉える

声が関係者から多く聞かれた。病院から請求される医療費は年々高騰している一方、日本

のような診療報酬制度は存在していないため、治療費は病院側からの請求に基づいて支払

われるしかなく、パワーバランスは圧倒的に病院側に傾いていた。病院からの不正請求を

疑う声も多く聞かれた。 

 また、健診後のフォローアップはほとんどないという現状が明らかになった。医療費削

減のための取り組みとして、どの保険会社でも顧客への健診やヘルストーク等の健康教育

を実施しているものの、その効果についてはこれまで検証されてこなかった。そのため、

大手ではない保険会社や仲介会社においても、予防や健康維持の分野で新たなサービスを

つくることは差別化の大きな要因となると認識しており、健診のフォローアップの分野で

出典: JICA 調査団作成 

表 3-5：調査対象保険機関 
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のサービスの提携について、多くの要望があるとの主張があった。 

 同様の要望は、民間医療保険会社のみならず、ケニアの公的保険者である NHIF に対する

ヒアリングの中でも確認された。NHIF は医療費の支払いのうち多くが悪性新生物や糖尿病

に支払われていること、またこれら NCDs 罹患者拡大により医療費が更に増大していくこ

とを懸念しており、予防サービスでのキャンサースキャン社との連携に高い興味を示した。

NHIF は NCDs 対策が UHC 達成のためのカギとなると考えており、プライマリー・ヘルス・

ケア（PHC）を提供するための基礎レベル（レベル 2-3 の医療施設）の開発も必要であると

考えていた。また、民間病院を健診提供のパートナーとして、既に健診を試験的に提供し

ているとのことであった。こうしたカバレッジ拡充、NCDs 対策拡充を目指す流れの中で、

NHIFは被保険者とのコミュニケーションツールともなり得るキャンサースキャン社の生活

習慣病予防アプリ SIMWAY を活用した予防介入サービスに強い関心を示した。特に人事担

当者は、社内向けの試験導入を自ら提案してくるほど前向きだった。 

これらの保険会社、公的保険者への市場調査の結果、新たなサービスの需要調査、サー

ビス設計に関する調査を行うに至った。中間層への調査でも加入している保険のトップ 2

社であった Jubilee 社と NHIF は、予防分野における日本の保健医療制度の先進性に高い関

心を示し、今後保険業界でサービスの差別化を図る際に、予防分野のサービスを充実させ

ることが必要不可欠と考えていた。特に生活習慣病予防のための健診の提供に付随して、

肥満、高血圧、糖尿病予備軍等の顧客に対して、食生活の改善や運動習慣の定着に関する

健康習慣改善指導に高い関心を持っていた。そこで、2 社と健診の受診者拡大、および健診

後のフォローアップサービスの提供に関する試験導入を実施した。 

 

3-3 新規提案サービスの適合性確認 

3-3-1 提案技術の現地適合性の試験導入結果 

前項の市場調査の結果をふまえ、健診後のハイリスク者に対する生活改善の指導を含ん

だ包括的な予防サービスとして 2-2 の提案技術で詳述した健診プロモーションに加えて、ハ

イリスク者への生活習慣改善介入のパッケージを提案技術として、現地適合性の調査を行

った。 

当試験導入において、生活習慣改善による減量を促すツールとして、キャンサースキャ

ン社がケニア市場向けに開発した生活習慣病予防スマートフォンアプリ SIMWAY を導入し

た。日本では、健診対象者に対して受診勧奨等の行動変容を促進する場合、対象者に合わ

せたメッセージを載せた資材を郵送することが一般的である。しかし、ケニアでは郵便配

達制度が整備されていないため、郵送の代わりに、近年急速に普及しているスマートフォ
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ン用モバイルアプリを活用した行動変容の促進が現地適合性上

適当であると仮説を立てた。この検証を目的とし、SIMWAY を

用いた新規提案サービスの試験導入を行った。 

 SIMWAY は健康的な行動変容と生活習慣病の予防を助けるた

め、 ケニアの食習慣・運動習慣に合わせてキャンサースキャン

社が独自に開発したアプリベースのヘルスケアプラットフォー

ムである。当アプリは、行動変容を促す仕組みとして「セルフモ

ニタリング法」を採用しており、ユーザーが自身の生活習慣に沿

った健康目標を達成「できた」か「できなかった」か、また体重

がどう変化したかを毎日アプリ上に記録する。こうした簡

単な記録の積み重ねにより目標までの経過を客観視し、自

己効力感を高めることで、健康行動の習慣化を促すことが当アプ

リの中核機能である。 

 ケニアでアクセス可能な競合他社ヘルスアプリと差別化できる特徴として、ケニア人栄

養士による健康情報配信機能とチャット機能がある。ユーザーがアプリの健康情報タブを

開くと、栄養士が毎日配信する健康レシピや健康に関する短い記事を読むことができる。

また、チャットタブを開くと、ショートメッセージや他の SNS アプリを介することなく、

SIMWAY アプリ上で直接栄養士とダイレクトメッセージのやり取りを行うことができる。

アプリをとおしたこれらの継続的な介入により、健康課題への気づきや健康行動の便益の

理解を促進し、健康行動を行う妨げとなる障害の除去をサポートできることが当サービス

の強みとなっている。 

 更に、ユーザーが入力した行動記録・体重記録データは、キャンサースキャン社が運用

するデータサーバー上にすべて集積されていくため、顧客企業/団体に対しては集団のヘル

スデータを分析して結果を定期的に報告したり、それを基にヘルスプロモーションのキャ

ンペーンや適切な健診パッケージを提案したりといったコンサルティングサービスを提供

することが可能である。 

各試験導入の概要と結果は以下のとおり。 

 

  

 

図 3-26：SIMWAY アプリ 
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(1) 大手民間保険会社 

ア. パートナー概要 

 ケニア、ウガンダ、タンザニア、ブルネイ、モーリシャスの五か国に展開する東アフリ

カ最大手の民間医療保険会社。2018 年 1 月にチャットボット搭載の自社モバイルアプリを

ローンチするなど、業界のリーダーとして情報技術（Information Technology、以下 IT）を活

用したサービスの導入に積極的。 

 

イ. 対象者 

大手民間保険会社ナイロビ本社の従業員 113 名 

 

ウ. 実施期間 

2018 年 6 月 12 日～8 月 17 日（9 週間） 

 

エ. 実施内容 

(ア). SIMWAY 説明プレゼンテーション 

 試験導入の開始にあたり、パートナーの全社会議内で約 20 分の時間を割り当ててもらい、

SIMWAY アプリの概要、使い方、減量コンペティションの概要についてのプレゼンテーシ

ョンを行った。試験導入の説明に終始するだけでなく、生活習慣病のリスク要因と具体的

な対応策についても言及することで、参加者に健康課題への気づきと健康行動の便益の理

解を与えた。 

 

(イ). アプリ登録会 

SIMWAY 説明プレゼンテーションへの参加

後、試験導入への参加を希望した従業員に対

し、栄養士またはアプリコーチによるアプリ

への登録サポートを実施した。参加者の BMI、

食習慣・運動習慣について簡単な聞き取りと

アセスメントを行い、個々人の健康リスクに

沿った減量プランと行動目標の設定を補助す

ることで、健康行動を起こすきっかけづ

くりを行った。 

 

図 3-27：アプリ登録会での健康アセスメントの

様子（左：栄養士、右：登録会参加者） 
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(ウ). 減量コンペティションの運営 

アプリ使用頻度、減量率、目標達成率に基づき、

各ユーザーの獲得ポイントを算出し、上位 20 名程度

に体重計、運動器具、スパ割引券、ヘルシーブレッ

クファスト等の報酬を与えるコンペティションを実

施した。報酬に接触させることで、積極的に健康行

動を起こしているユーザーに対し、引き続き健康行

動を行う動機を与えた。 

 

(エ). 健康情報・レシピの配信 

アプリの情報配信機能を活用し、栄養士からの健康情報または健康

レシピを毎日一つ配信した。内容は、食習慣全般、運動習慣全般、生

活習慣病、栄養、睡眠、季節に沿った健康情報（例：気温が下がる雤

季であれば身体を温めることのメリットについて等）、休日のアクテ

ィビティ、メンタルヘルスについてなど、多岐に渡った。これらの情

報はアーカイブとしてアプリ上に残るため、ユーザーは必要に応じて

いつでも読み直すことが可能である。健康行動の便益について継続し

て発信し続けることで、生活習慣病予防についてのユーザーの認知と

理解を高めた。 

 

(オ). ダイレクトメッセージのデザインと送信 

アプリのチャット機能を活用し、アプリを使って健康行動を起こした（体重を記録した、

行動目標のセルフモニタリングを行った、またはチャットで栄養士に質問をした）ユーザ

ーに対し、行動をおこした当日もしくは翌日中にご褒美のダイレクトメッセージを作成、

送信した。これにより、ユーザーの健康行動へのモチベーションを高め、次回も健康行動

を起こすためのきっかけを与えた。また、チャット機能をとおしてユーザーから送られて

きた質問については、栄養士が随時、個別に返答した。こうしたユーザーとの直接的なや

り取りにより、ユーザーが健康行動を行う妨げとなる障害の除去を助けるだけでなく、ア

プリの背後にいる運営チームとの信頼関係を構築することができ、結果的に高いアプリ継

続率につながった。 

図 3-28：商品の運動器具を獲得したユーザー 

図 3-29：健康情報・レシピの配信例 
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図 3-30：ご褒美ダイレクトメッセージの配信例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-31：ユーザーからの質問に対する回答例 

 

(カ). Facebook コミュニティの運営 

Facebook 上で承認制のサポートグループ SIMWAY APP 

HEALTHY LIVING - Support Group! を運営し、ユーザー同

士の交流や進捗報告、運営側からの情報発信の場として活

用した。SIMWAY アプリと Facebook サポートグループは

リンクしており、ユーザーは自身の進捗状況をアプリ上か

ら数クリックで直接 Facebook 上に投稿できる仕様になっ

ている。アクティブなユーザー間ではお互いの投稿によっ

て仲間意識や競争心が芽生え、継続して健康行動を起こす

きっかけを与えた。 

 

図 3-32：Facebook コミュニティ 

     上のユーザーによる投稿 
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(キ). 体重測定会の実施 

当試験導入の実施にあたっては、パートナー

企業/団体にキャンサースキャン社から体重計

を提供した。これにより、ユーザーは自身の職

場で体重を測定し、結果をアプリへ記録するこ

とが可能になった。しかし、もともと定期的に

体重を確認する習慣がない人々に自主的な測

定を促すのは難しく、試験開始当初は

体重測定データがユーザー全体の 20%

程度しか集まらなかった。この状況を

改善するため、現地スタッフチームが週一回、パートナー企業/団体のオフィスを訪問し、

体重測定会を実施した。体重測定会では、ユーザーの体重測定とアプリへの入力のサポー

トのほか、希望者には栄養士から進捗状況に応じたアドバイスや健康相談も提供した。こ

うした対面での介入は、体重を測る習慣のなかったユーザーにとっては新たに健康行動を

起こすきっかけを与え、既に習慣のあったユーザーにとっては健康行動を継続するための

動機付けとして機能した。 

 

(ク). 進捗報告書の提出 

試験導入の中間地点で、ユーザー全体の減量状況とアプリ利用率の推移をまとめた中間

レポートをパートナー企業/団体に提出した。 

 

(ケ). 最終報告書の提出 

試験導入期間終了後、ユーザー全体の減量結果とアプリ利用率の推移をまとめた最終レ

ポートをパートナー企業/団体に提出した。 

 

オ. 実施結果 

 大手民間保険会社での試験導入には、計 113 名（男性 41 名、女性 72 名）の同社従業員が

参加した。試験開始時点で、77%が過体重または肥満（BMI 25 以上）であった。 

 9 週間の試験導入後、49%が減量に成功し、平均減量は 2.03kg であった。開始時と終了時

の平均 BMI を比較すると、男性全体では 27.4 から 27.2 へ、女性全体では 29.0 から 28.8 へ、

いずれも減尐がみられた。 

 週間アクティブユーザー率の推移をみると、9 週間の試験期間中、常に 30％以上のユー

ザーがアプリを利用していた。第 3 週間目までに下降していたアクティブユーザー率が、

図 3-33：体重測定会で減量を喜ぶ 

ユーザーの様子 
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減量コンピティションの第一回結果発表日を告知した第 3 週目、勝者に報酬を与えた第 4

週目以降に上昇したことから、報酬システムがユーザーのモチベーションを高め、アプリ

の継続利用を促進する傾向にあることが分かった。 

 週あたりの平均体重記録回数別、また週あたりのセルフモニタリング回数別の減量数を

みると、いずれの場合でも、より頻繁にアプリに記録したユーザーがより減量に成功して

いた。この結果は、当アプリのコンセプトである「行動のセルフモニタリング」が健康行

動変容に最も効果的であるという仮説を裏付けるものである。 

 これらの結果から、SIMWAY アプリを利用したキャンサースキャン社の生活習慣改善サ

ービスは、多くの生活習慣病のリスク要因である肥満の改善に効果的であるという結果を

導くことができる。  

 

 

 

図 3-34：大手民間保険会社での試験導入結果のまとめ① 

 

 

 

出典: JICA 調査団作成 
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図 3-35：大手民間保険会社での試験導入結果のまとめ② 

 

(2) NHIF 

ア. パートナー概要 

 NHIF（National Hospital Insurance Fund、国家病院保健基金）は 18 歳以上のケニア国民に

健康保険を提供する義務を負うケニア公社。NHIF の中核事業は、すべての国民がアクセス

可能で、安価で質の高い持続可能な健康保険を提供することである。ケニヤッタ大統領が

2022 年までにケニアの変革を導く「ビッグフォー（Big 4）」アジェンダの一つとして UHC

の達成を掲げたことに伴い、ケニア国民全体を健康保険で保険適用するというミッション

達成に向け NHIF の機能拡充が一層強く求められている。 

 

イ. 対象者 

NHIF ナイロビ本部、リムル支部、ティカ支部、キアンブ支部、ウェストランド支部、イ

ンダストリアルエリア支部の従業員計 120 名 

 

ウ. 実施期間 

2019 年 1 月 30 日～3 月 27 日（8 週間） 

出典: JICA 調査団作成 
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エ. 実施内容 

大手民間保険会社での試験導入実施内容と同じ。 

 

オ. 実施結果 

NHIF との試験導入には、計 120 名（男 25 名、女性 95 名）の同団体従業員が参加した。

試験開始時点で、92%が過体重または肥満（BMI 25 以上）であった。 

 8 週間の試験導入後、50%が減量に成功し、平均減量は 1.86kg であった。開始時と終了時

の平均 BMI を比較すると、男性全体では 29.4 から 29.1 へ、女性全体では 31.0 か 30.7 へ、

いずれも減尐がみられた。 

 週間アクティブユーザー率の推移をみると、8 週間の試験期間中、常に 35％以上のユー

ザーがアプリを利用していた。アクティブユーザー率の向上に寄与した要因は、毎週の体

重測定会に加え、減量コンペティションの発表と報酬の贈呈、アプリに不具合があった際

の訪問サポート等、ユーザーとの対面コミュニケーションの機会を増やしたことである。

大手民間保険会社との試験時に課題となっていた体重測定率の低迷が対面による介入で改

善されたことから、本試験では開始第一週目から各支店に現地スタッフを最低週一回派遣

し、各ユーザーへの対面介入を試みた。この結果、大手民間保険会社では試験期間中平均

25%だった体重測定率が、NHIF では平均 35%と 10%向上した。また、チャット利用率につ

いても、大手民間保険会社の平均 6%に対し、NHIF では平均 15%と 2 倍以上に向上した。 

 アプリの利用頻度に応じて算出されるポイントを基にユーザーを「アクティブ」、「ミド

ル」、「インアクティブ」の 3 つの群に分類し、各群の平均減量を比較した。この結果、ア

クティブ群では平均 2.7kg、ミドル群では平均 2.3kg、インアクティブ群では平均 1.1kg の減

量がみられ、アプリをより頻繁に使ったユーザーがより減量していたことがわかった。 
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3-3-2 現地適合性確認からの成果と課題 

 前項で詳述した SIMWAY を活用した生活習慣病予防サービスの 2 つの試験導入をとおし

て、モバイルアプリ SIMWAY を活用した健康のための行動変容の促進が現地適合性上、有

効であることを確認した。 

 前述の試験結果とユーザーからの推奨文を各パートナー企業に共有した結果、大手民間

保険会社では、顧客である被保険者に対し、大手民間保険会社がキャンサースキャン社の

代理として SIMWAY アプリを営業、販売し、販売数に応じてキャンサースキャン社が大手

民間保険会社に手数料を支払う代理店契約を締結する運びとなった。当初の提案技術であ

る健診受診率向上プログラムを含めた包括的な予防サービス販売までは至らなかったもの

の、付随サービスとして新規提案した SIMWAY による生活習慣改善指導に強い顧客需要が

あることがわかり、また、同社との導入試験に参加したテストユーザーの多くから有償で

あっても引き続き SIMWAY アプリサービスを使いたいという声が多く上がったことが交渉

上有利に働き、東アフリカ最大の民間医療保険会社とビジネス契約まで漕ぎつけることが

できた点は、本調査の大きな成果である。また、NHIF においても、本試験導入結果を受け

図 3-36：NHIF パイロット試験結果のまとめ 

出典: JICA 調査団作成 
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て、NHIF 職員全体への福利厚生の一環として有料契約での SIMWAY 提供を検討しており、

人事担当とキャンサースキャン社間で交渉を重ねている。 

 一方、現地適合性の確認を行う中で、以下の課題も見つかった。 

 対面による介入の限界： 

2 つの試験導入の結果、健康行動の習慣化には、1) 報酬システムの導入、2) 定期的な

ユーザーへの対面介入が効果的であることがわかった。本調査により、BtoB モデルで

はこれらの対策が可能であることがわかったが、将来的に BOP 層を含む BtoC モデルへ

裾野を広げていく場合、特に 2) ユーザーへの対面介入をキャンサースキャン社が実施

するのはリソース上の限界があるため、これを可能にする適切なパートナーを見つける

必要がある。 

 体重計への限定的なアクセス： 

ケニアにおいては体重計が一般家庭に普及していないため、自宅での体重記録が困難で

ある。BtoC であれば職場に体重計を設置し利用を促すことで対応できるが、BtoC では

ユーザーの自主性に頼ることになり、体重計へのアクセスが限られる人々にとっては健

康行動の習慣化の上で障害となる。 

 

3-4 バリューチェーン 

市場分析および現地適合性調査の結果、提案技術の提供の仕組みとしては、下図 3-37 の

ような事業モデルを考えている。 

 

 

 図 3-37：提案技術提供の仕組み 

出典: JICA 調査団作成 



51 

 

 まずキャンサースキャン社と保険者間でビジネス契約を結び、生活習慣病予防サービス

パッケージを提供する。当パッケージには、被保険者に対する健診情報提供、健診受診勧

奨のほか、健診を提供する医療機関と提携した健診予約代行、健診結果データの分析・管

理、被保険者への健診結果の送付、SIMWAY アプリを使用した健診後フォローアップ（健

診結果の説明、生活習慣改善指導）、ヘルスプロモーションのキャンペーン、栄養士等の実

施指導サービスなどが含まれるが、顧客である保険者の要望によって、パッケージ内の一

部のみ、または複数サービスの組み合わせでの販売にも柔軟に応じる。現行 SIMWAY では、

アプリ上での健診結果の返却や、健診の結果、受療が必要と判断された被保険者への受療

勧奨はできないが、今後は、アプリの改修を経てこれらサービスの展開も予定している。 

 なお、現在大手民間保険会社との締結中の契約がそうであるように、ビジネス展開初期

においては、保険者を代理店として SIMWAY アプリを被保険者（企業または個人）に対し

て販売し、販売数に応じて代理店に手数料を支払う代理店モデルを採用予定である。 

また、健診を提供する医療機関については、3.5 にて記述したとおり、現在のところ尐数

ではあるが、質の高い健診を提供しうる医療機関とキャンサースキャン社が業務提携する

ことを想定している。キャンサースキャン社の受診勧奨によって健診受診者数が増えれば 

健診単価を下げることが可能になるため、キャンサースキャン社はこれに手数料を乗せて

顧客に販売することで、粗利ベースで利益の確保が見込める。 

 

3-5 進出形態とパートナー候補 

健診の受診者が増加することを見込む場合、健診を確かな質で提供できる病院や健診実

施機関、および臨床検査を行うラボラトリーがパートナーとして必要となる。病院や、検

査を実施する臨床検査ラボラトリーに関する調査を実施した。 

ケニアで健診の実施に関わる機関として、病院と臨床検査ラボラトリーが併設された機

関と、主に病院から検査を委託されて実施するラボラトリー単体の機関がある。検査のみ

を実施するラボラトリーのうち、正社員を抱えて比較的大きな検査室を持つ機関は 1、2 社

に限られていた。ラボラトリーは主に感染症に係る検査、血液検査を取り扱っており、従

業員は数名程度の規模であることが多い。最大手のラボラトリー付き病院として名高い

Medanta Africa においても、検査技師は 15 名程度であった。 

検査の需要は大きい順に、HIV 検査、がん検診、血糖値、ヘモグロビン検査、腸チフス、

肺レントゲン検査が挙げられた。特にラボラトリー単体の機関は、感染症に係る検査の実

施が主であった。 

これらの機関が抱える問題点としては、検査機器が十分にない、またはメンテナンスさ

れていないこと、精製された水の利用が十分でないことが挙げられた。また、専門の検査
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技師の数は不十分であり、専門的に訓練されていない者が検査を取り扱うことは稀ではな

いとのことであった。 

生活習慣病予防検査で重要となる血液から血糖値やコレステロール値を測定する生化学

検査は、価格が数十万～数百万の小規模の検査機器で実施されていた。2、3 名のスタッフ

により月 3 万件程度の検査が実施されているとの報告であった。 

病院または大規模な臨床検査ラボラトリーでは、保険会社をとおしてだけでなく、健診

をパッケージサービスとして個人に提供しているが、販売価格は総じて日本で提供される

価格と比べて 3 倍以上ほどの価格であり、高額であった。 

調査の結果から、生活習慣病予防としての健診の受診者が拡大した際には、臨床検査ラ

ボラトリーの検査の質を担保しながらの供給量は十分ではない可能性が示唆された。 

一方で、当調査団が独自に調査をすすめた結果、日本の医療法人 光心会が経営する検査

を中心とした日本式病院 Grand Forest Japan Hospital においては、CT 装置、X 線診断装置、

超音波診断装置等の機材を用い、日本の医療機材が多数導入され、日本式の質の高い医療

を提供していたことは前述のとおりである。当調査団と面談を重ねた結果、Grand Forest 

Japan Hospital はキャンサースキャン社の予防医療サービスの展開へ高い関心と協働への意

欲を示しており、無駄な検査を省き費用対効果のすぐれた健診を提供するパートナーとし

てサービスをローンチさせることに合意している。引き続き、提案サービスの普及に向け

て協議を進める。 

 

3-6 競合サービス・技術 

 保険者を主な顧客とした健診受診率向上プログラムについて、ケニアにおける競合サー

ビスは確認されていない。なお、日本においても当サービスを提供しているのはキャンサ

ースキャン社のみである。事実、地方自治体との契約の 9 割以上が、競合他社が存在しな

いことを理由とした随意契約である。 

 生活習慣病予防アプリ SIMWAY を活用した生活習慣改善指導については、現地でアクセ

ス可能な、主な競合アプリサービスとの比較は下図のとおり。 
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図 3-38：SIMWAY と主な競合サービスとの比較 

 

 SIMWAY の強みとして、資格をもった現地栄養士によるきめ細やかな健康行動支援サー

ビスがある。チャット機能で受け付けた相談については、原則 24 時間以内に回答できる体

制を整えており、競合サービスと比較して優位性がある。また、キャンサースキャン社が

得意とするソーシャルマーケティング手法を活かし、栄養士が各ユーザーの健康行動記録

に沿って個別にご褒美メッセージを送るという独自の機能を備えており、これは競合と差

別化できる重要なポイントである。 

 MyFitnessPal やそれに類似する他国企業発のヘルスケアアプリの多くは、ケニアの生活習

慣に特化した食品/運動記録の項目が極めて尐ないという特徴がある。その点、キャンサー

スキャン社は当アプリ開発に際して、これまでのケニア事業で培ったネットワークを活か

し、現地保健省、現地人医師・栄養士の協力を得たことで、ケニア人顧客の要望に合った

コンテンツを提供することが可能になった。テストユーザーからも、「他社アプリにはなか

ったケニア食が選択できるのでやる気が出た」といったフィードバックを多数受けており、

ケニア市場で十分戦えるという手応えを得ている。 

 その他の工夫として、ケニアで普及しているスマートフォンの多くは、日本やその他先

進国に比べメモリ容量が尐ない（平均 8GB 程度）という現地事情に考慮し、ダウンロード

容量を軽く抑える設計にした。また、SNS を好む国民性を考慮し、Facebook との連動機能

を備えた。 

 

 

 

出典: JICA 調査団作成 
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3-7 収支計画 

1年目は生活習慣病予防アプリSIMWAYを民間保険会社・公的保険機関を代理店として、

被保険者（企業または個人）に対して販売し、2 年目以降はナイロビの医療機関と提携して

健診の販売も行なっていくことで売上を立てる。表 3-6 に記載したように、4 年目に黒字化

し、5 年目には 1,450 万円の営業利益を見込む。投資回収は、4.7 年（回収期間法）を見込

んでいる。 

SIMWAY アプリの販売価格と代理店手数料については、大手民間保険会社と他プロバイ

ダーとの契約実績金額・手数料を基に、利益を考慮した金額で設定した。 

なお、健診に付随する有病者への受療勧奨等のサービスについては、できる限り早期で

の販売体制確立を目指すが、ここには含まれていない。 

 

表 3-6：SIMWAY アプリと健診販売の収支予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: JICA 調査団作成 
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3-8 想定される課題・リスクと対応策 

本調査では、規制当局の許可を受け既に事業を行っている病院・クリニックと提携し、

キャンサースキャン社自ら医療行為に関わる業務は一切実施しない予定である。これはケ

ニアの規制上も問題がないことを現地の弁護士事務所に確認済みである。 

 

3-9 期待される開発効果 

キャンサースキャン社が提供する予防医療サービスにより健診受診者が増加することで、

NCDs の罹患者、また罹患が予期される肥満や高血圧、高血糖等のハイリスク者の早期発見

が可能になる。仮に全 NHIF 加入者が健診受診者となり、健診を受診した場合、ケニア国民

の約 30％となる約 1,500 万人がその裨益効果を得ることが期待される。 

一方で、健診受診者の増加がゴールになっては効果が薄く、健診により特定された有病

者およびハイリスク者に対して適切な治療や早期の予防的介入が実施されてはじめて

NCDs の罹患抑制、および死亡の減尐に対して効果を持つ。本調査を経て、当初提案してい

た健診受診率向上プログラムに加え、健康ハイリスク者への介入やフォローアップを含め

た健診に付随する包括的な予防サービスを提案技術としたことで、より NCDs の罹患抑制

という開発課題に貢献できる方策が精査された。 

 

3-10 期待される日本国内の経済への貢献 

キャンサースキャン社が提供する予防医療サービスの事業展開によって期待される日本

国内の経済への裨益効果は以下の 4 点となる。 

・事業実施によりケニア事業に係る国内新規雇用の見込み（実際に 2017 年 3 月より青年海

外協力隊（ケニア隊）出身者を 1 名採用） 

・事業実施により健診に関わる医療機器メーカー等の海外進出促進の見込み（実際に、2016

年の経産省補助事業にてケニア向け健康アプリ開発業務（1500 万円規模）を北海道の IT

企業に発注したことを受け、当該企業が海外進出を検討中） 

・ケニアに既に進出している日本の医療法人 光心会の経営する「Grand Forest Japan Hospital」

を健診提供先のパートナー機関とすることで、同病院の収益増が期待できる。 

・事業実施により得た経験・ノウハウを国内中小企業に提供し、国内中小企業の海外進出

を促進すべく JICA との連携を強化（JICA 人間開発部様からの依頼により関西商工会議

所にて 2015 年 7 月に行った、アフリカ事業についての講演等） 
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第4章 ODA 案件化 

4-1 現地調査の目的と概要 

本事業における ODA 案件化に係る現地調査は以下の表 4-1 のとおり、その目的を変えて

2 回実施した。第 1 回現地調査では、今後の ODA 案件において主要な役割を担うと考えら

れる現地関連機関に対し、キャンサースキャン社の事業説明を行うとともに本事業後に実

施を想定していた普及実証事業の計画案を説明した。また説明後、その内容について意見

交換し、今後の調査への協力を依頼した。第 1 回現地調査の結果、本調査事業直後に普及

実証事業を実施するには多くの課題があると考え、第 2 回現地調査では、定期健診を制度

化することを目的としたODA案件の可能性について意見交換することを目的として設定し、

調査を実施した。 

表 4-1：ODA 案件化に係る現地調査の目的 

 

 

 

4-2 関連機関との協議結果 

第 1 回現地調査と第 2 回現地調査において各調査対象と協議を行った結果から、特に

NCDs への対策ならびに定期健診に関し、各機関で共通で認識されている課題について、下

表 4-2 のとおりにまとめる。また ODA 案件を計画・実施する際に留意すべき点につき、下

表 4-3 のとおりにまとめる。 

 各機関で認識されている NCDs ならびに定期健診実現のための共通の対策として、主に

「NCDs 対策に係る政府の認識変容と財政管理」、「NCDs 対策のための人材育成と機材整備」、

「NCDs 対策のための国民の認識と行動の変容」の 3 つが挙げられた。 

 

 

 

 

出典: JICA 調査団作成 
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表 4-2：NCDs ならびに定期健診実現のための共通の対策 

表 4-3：ODA 案件を計画・実施する際の留意点 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 
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4-3 想定される ODA 案件スキーム 

4-3-1 ケニア国生活習慣病早期対策プログラム 

これまでの調査結果を踏まえると NCDs 対策として定期健診制度を実現するためには政

策、健診サービス、国民の認識・行動といった各側面に対する幅広い支援が必要であると

考えられるため、単一の事業ではなく複数の事業を組み合わせたプログラムとして「ケニ

ア国生活習慣病早期対策プログラム」を提案する。同プログラムは、図 4-1 のとおり、政

策への介入を行う「ケニア国定期健診制度化プロジェクト」、サービスへの介入を行う「ケ

ニア国健診サービス提供能力強化プロジェクト」、ケニア国民の認識と行動への介入を行う

「ケニア国健診受診促進プロジェクト」の 3 つの事業から構成される。 

各事業の内容は次節から詳述するが、3 つの事業は、その目的にあった効果を最大化する

ため、段階的に実施することが重要と考える。具体的には、政策への介入を行う「ケニア

国定期健診制度化プロジェクト」から開始し、まずケニア政府の健診の重要性についての

認識を高めるとともに、定期健診に係るガイドラインの整備、保健財政改革への支援等を

とおして、定期健診の制度化を試みる。更に NHIF にて定期健診の係る費用が適切に支払わ

れるための支払体制の構築を支援する。次に「ケニア国定期健診制度化プロジェクト」の

実施期間中に、先行する案件で整備されたガイドラインの内容に基づき、健診に係る機材

整備や人材の開発により健診サービスの提供能力を高める「ケニア国健診サービス提供能

力強化プロジェクト」を実施する。最後に「ケニア国健診受診促進プロジェクト」を実施

し、先行する 2 つの事業によって健診の受け皿が設立されることを前提に、ケニア国民の

健診に対する意識を変え、定期健診の受診を含む健康行動を自らとるような行動変容を促

すことを目的として、主に NHIF 加入者を対象としたヘルスプロモーションを行う。なお各

事業は、他のいずれか 1 つの事業が欠けた場合でも、その効果に影響を及ぼすため、1 つの

プログラムとして 3 つの事業を実施することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 4-1：ケニア国生活習慣病早期対策プログラムの構成 

出典: JICA 調査団作成 
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(1) ケニア国定期健診制度化プロジェクト 

ア. 事業概要 

上記の表 4-2 の NCDs と定期健診に係る 3 つの対策のうち「NCDs 対策に係る政府の認識

と財政」への対策に係る事業として「ケニア国定期健診制度化プロジェクト」を提案する。 

NCDs 対策に係る多くの関係者が NCDs 対策には治療よりも予防が重要で、費用対効果も

高いことを認識していることが明らかとなった。その一方で、NCDs 対策上の課題として

NCDs 対策に対するケニア政府（中央政府とカウンティ政府の双方）の認識が不十分で、そ

れを高めることが重要であることが共通で指摘されていた。また NCDs 予防のための定期

健診は、そのデータがケニア国民の健康状態の把握だけでなく、今後の疾病の予測にも活

用できるため、保健医療に係る政策や戦略の立案の際に重要であることも認識されていた。 

一方で、定期健診を公的資金で提供する場合、NHIF がその財源となるが、NHIF はカウ

ンティを跨いで医療サービスを受けた場合、その費用が保険適用されないなど公的保険と

して根本的な課題を有している。既に NHIF では制度上、健診費用が保険適用されているこ

とになっているが、実際にはその費用が支払われていない。 

 よって本事業をとおし、実際に NCDs 対策の一環として保健省に健康活動を行ってもら

い、政府の NCDs 対策の重要性を高めるとともに、健診のガイドラインの整備によって定

期健診を制度化する。また NHIF に対し、定期健診の費用が円滑に支払われるよう、NHIF

のシステムへの支援を行う。本事業のスキームとしては、その内容から技術協力プロジェ

クトまたは政策アドバイザーの派遣が適当と考えられる。 

 

イ. 目標と期待される成果 

本事業の実施により、長期的に期待される上位目標と事業の終了時に達成が見込める目

標ならびにそれによって期待される成果は以下のとおり。 

(ア). 上位目標 

定期健診が開始され、NCDs の早期発見が実現する。 

(イ). プロジェクト目標 

健診の重要性に対するケニア政府の認識を高め、定期健診を制度化する。 

(ウ). 期待される成果 

成果 1: 中央政府ならびに全カウンティ政府が、健診の重要性を理解する。 

成果 2: 中央政府ならびに全カウンティ政府において、定期健診が制度化する。 

成果 3: 新保健財政戦略が完成し、NHIFにおける定期健診費用の支払体制が構築される。 

成果 4: NHIF のベネフィットパッケージに、NCDs スクリーニングのための定期健診項目

が規定される。 
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ウ. 主な活動 

本案件の主な活動は、各 4 つの成果毎に以下の表 4-4 のとおりと想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ. カウンターパートならびに協力機関 

本事業の C/P として想定されるのは、保健省にて NCDs 対策を担当する NCDs 課と、各

カウンティ政府の保健担当で特に NCDs 対策を担当する職員、ならびに NHIF のサービスパ

ッケージの改定に係る NHIF の戦略計画局が適当と考える。各 C/P とは、本事業において日

本人専門家が実施する業務を共同で実施するとともに、同専門家の支援を得て、各種ワー

クショップの準備や参加を行う。また本事業の協力機関としては、保健省ならびに NHIF の

出典: JICA 調査団作成 

表 4-4：ケニア国定期健診制度化プロジェクトの成果と主な活動 



61 

 

C/P 以外の部門・部署、保健に係る開発ドナー、公的医療機関が考えられ、その役割として

現状調査への協力、健康行動の参加、各種ワークショップへの参加が期待される。C/P に想

定される役割は下表 4-5 のとおり。なお本事業は保健省と NHIF と協議した際の内容に基つ

き、提案したものであるが、保健省と NHIF への提案内容の確認と合意の取り付けは今後の

対応となる。 

 

表 4-5：ケニア国定期健診制度化プロジェクトの C/P に想定される役割 

 

 

オ. キャンサースキャン社の技術の位置づけ 

本事業におけるキャンサースキャン社の位置づけは、主に日本人専門家を派遣するコン

サルティング会社として位置付けられる。日本国内で地方自治体が実施する特定健診の受

診促進のための調査およびエビデンスに基づくコンサルティングサービスは、本事業内の

各活動にて効果的な活用が可能である。また特に保健省内にて健康活動を促進する際には、

本案件化事業として実施された大手民間保険会社ならびに NHIF での試験導入の結果を踏

まえ、適切かつ効果的に C/P を支援する形で活動を促進する。 

 

カ. 日本側の投入 

技術協力プロジェクトの場合、4 名の専門家が想定され、作業量としては事業実施期間

25 か月間で合計 47MM を見積もる。総額は直接経費を含め、約 1.94 億円と試算される。同

事業費の詳細な内訳は別添資料 3 を参照のこと。 

出典: JICA 調査団作成 
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(2) ケニア国定期健診サービス提供能力強化プロジェクト 

ア. 事業概要 

続いて「NCDs 対策のための人材育成と機材整備」に係る事業として「ケニア国定期健診

サービス提供能力強化プロジェクト」を提案する。 

NCDs 対策に係る多くの関係者が、現在の公的医療機関では健診サービスを十分に提供す

るための機材・人材とも十分ではないと認識していた。よって本事業により、健診に係る

人材育成と機材整備により健診サービス提供能力を強化する33。前者については、健診人材

育成計画の立案、健診に係る技術研修の実施、更に研修後に健診サービスの提供状況をモ

ニタリングする。後者については、レベル 2 から 4 までの健診提供施設とレベル 1 でスク

リーニング検査を提供する CHV にとって適切な健診機材を調達する。また同機材が適切に

管理されるよう機材使用者自身が維持管理できるよう研修を行うとともに、レベル 3 から 4

の施設の高度な健診機材の維持管理と下位施設における機材の維持管理を役割とする BME

に対し、健診機材に特化した維持管理研修の実施を想定する。 

なお本事業は対象が多いことが想定されるため、まずパイロットを選定し、その施設も

しくは人材に対し、研修や機材調達を試みる。本事業のスキームとしては、人材育成と機

材整備の両面のアプローチが必要かつ、事業規模が大きいことから円借款事業としての実

施が適当と考えられる。 

 

イ. 目標と期待される成果 

本事業の実施により、長期的に期待される上位目標と事業の終了時に達成が見込める目

標ならびにそれによって期待される成果は以下のとおり。 

(ア). 上位目標 

全国で定期健診サービスが適切に提供される。 

(イ). プロジェクト目標 

対象施設において、適切な健診サービスが提供される体制が構築される。 

(ウ). 期待される成果 

成果 1: 健診に係る人材育成計画が策定される。 

成果 2: 健診に係る人材が育成される。 

成果 3: 健診に係る機材が整備される。 

成果 4: 健診に係る機材の維持管理体制が構築される。 

 

                                                        
33 先行するプロジェクトで策定された健診ガイドラインに沿った形で整備する想定とする。 
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ウ. 主な活動 

本案件の主な活動は、各 4 つの成果毎に以下の表 4-6 とおりと想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-6：ケニア国定期健診サービス提供能力強化プロジェクトの成果と主な活動 

出典: JICA 調査団作成 
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エ. 育成人材と整備機器 

本プログラムの実施時点において NHIF による定期健診の対象となる人口数を全人口の

50％と設定すると、その対象人口は約 2,500 万人となる。本調査事業を踏まえて、同対象人

口へ1年に1回健診を提供するために必要な人材と機材は下表 4-7のとおりに試算される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ. カウンターパートならびに協力機関 

本事業のスキームとしては円借款事業が想定されるため、本体事業形成のための準備調

査と本体事業の 2 つに大きく分かれる。 

前者の C/P としては「ケニア国定期健診制度化プロジェクト」と同じく、保健省にて NCDs

を担当する NCDs 課、もしくは同部署を統括する疾病予防・保健推進局が適当と考えられ

る。また本体事業の対象はケニア国全土となるため、各カウンティ政府の NCDs 対策を担

当する職員も適当と考える。準備調査にて C/P に想定される役割は下表 4-8 のとおり。な

お本事業は保健省と NHIF と協議した際の内容に基つき、提案したものであるが、保健省と

NHIF へ提案内容を確認し、合意を取り付ける作業はこれからとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

円借款本体の事業においては、その開始前に、事業実施機関として PMU が発足すると想

定されるため、本体事業開始後は PMU を C/P 機関とする。主な協力機関としては、機材の

表 4-7：ケニア国定期健診サービス提供能力強化プロジェクトによる育成人材と整備機材 

表 4-8：ケニア国定期健診サービス提供能力強化プロジェクトの 

準備調査にて C/P に想定される役割 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 
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供与先で育成した健診人材の勤務先となる公的医療機関が想定される。円借款本体の事業

にて C/P に想定される役割は下表 4-9 とおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ. キャンサースキャン社の技術の位置づけ 

本事業におけるキャンサースキャン社の位置づけは、主に日本人専門家を派遣するコン

サルティング会社として位置付けられる。 

 

キ. 日本側の投入 

本事業は、先述したように準備調査と本体事業に分かれるが、その事業費は準備調査、

本体事業のコンサルティング費用（健診人材育成に係る費用を含む）、本体事業の機材費の

3 つに分けられる。 

準備調査は 8 名のコンサルタントを想定し、事業実施期間 6 か月で合計 30MM の作業量

を見積もる。総額は直接経費を含め、約 1.16 億円と試算される。また本体事業のコンサル

ティング費用としては、15 名の国際コンサルタントと 10 名のローカルコンサルタントでそ

れぞれ 159MM、125MM の合計 284MM の作業量を見積もる。総額は直接経費を含め、約

7.08 億円と試算される。本体事業の機材費は、機材本体に係る輸送梱包費、据付工事費、

調達監理費、一般管理費、予備費、技術訓練費の他、金利等も含め、約 27.27 億円と試算さ

れる。同事業費の詳細な内訳は別添資料 3 を参照のこと。  

表 4-9：ケニア国定期健診サービス提供能力強化プロジェク

トの本体事業にて C/P に想定される役割 

出典: JICA 調査団作成 
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(3) ケニア国定期健診受診促進プロジェクト 

ア. 事業概要 

最後に「NCDs 対策のための国民の認識と行動変容」についての対策に係る事業として「ケ

ニア国定期健診受診促進プロジェクト」を提案する。 

NCDs 対策に係る多くの関係者が、ケニア国民にとって自覚症状がない状態で検査を受け

ることの重要性の認識が十分ではなく、健診に対する認識の変容が必要であるとの意見を

有していた。また健康行動に対する重要性の認識も弱いことが指摘されていた。 

よって先行して実施されている事業によって確立した健診制度と整備された人材・機材

によって既に健診サービスが提供可能な状況であることを前提に、本事業をとして、ケニ

ア国民の健診と健康行動の重要性への認識を高め、実際に健診受診を促進する。なお本事

業の対象は UHC 達成のために今後 NHIF が拡大していくことを前提に、NHIF の加入者と

する。具体的な活動としては、NHIF が健診の概念と重要性を加入者に広く認識してもらう

ためのプロモーション活動の支援を行う。またその後、実際に健診の受診を促すための受

診勧奨活動は NHIF に加え 1 次レベルの CHV、2 次レベル以上の健診機関の各者が行うこと

を想定するため、その支援を行う。加えて、受診後に健康改善もしくは維持のための適切

な健康活動の勧奨も必要であるため、各者がそれを行うための支援も行う。 

本事業のスキームとしては、キャンサースキャン社の SIMWAY や、ヘルスプロモーショ

ンのキャンペーン、栄養士等の実施指導などによる健診認知促進活動と健診受診勧奨、健

康行動勧奨を行うことを前提とした商業ベースでの事業か、もしくは後述するパイロット

事業の結果から商業ベースでの展開が難しい場合、ODA 資金を活用し、コンサルタントに

それらの技術的な方法を含めて提案させる技術協力プロジェクトが適当と考えられる。 

 

イ. 目標と期待される成果 

本事業の実施により、長期的に期待される上位目標と事業の終了時に達成が見込める目

標ならびにそれによって期待される成果は以下のとおり。 

(ア). 上位目標 

全国で定期健診サービスが利用される。 

(イ). プロジェクト目標 

NHIF 加入者の健診と健康行動の重要性の認識が高まる。 

(ウ). 期待される成果 

成果 1: NHIF 加入者の健診の重要性の認知度が高まる。 

成果 2: NHIF 加入者の健診受診者が増加する。 

成果 3: 健康行動を取る NHIF 加入者が増加する。 
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ウ. 主な活動 

本案件の主な活動は、各 3 つの成果毎に以下の表 4-10 のとおりと想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ. カウンターパートならびに協力機関 

本事業は NHIF の加入者を対象とするため、まず NHIF が C/P として想定される。また健

診や健康行動に係るプロモーション活動は NHIF だけでなく、CHV や健診機関も実施する

ことを想定するため、保健省にて NCDs 対策を担当する NCDs 課と、各カウンティ政府の

保健担当で特に NCDs 対策を担当する職員も C/P として考えられる。各 C/P とは、本事業

において日本人専門家が実施する業務を共同で実施する。C/Pに想定される役割は下表 4-11

表 4-10：ケニア国定期健診受診促進プロジェクトの成果と主な活動 

出典: JICA 調査団作成 
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のとおり。なお本事業は NHIF と協議した際の内容に基つき、提案したものであるが、NHIF

へ提案内容を確認し、合意を取り付ける作業はこれからとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ. キャンサースキャン社の技術の位置づけ 

本事業を技術協力プロジェクトとして実施する場合、キャンサースキャン社は、主に日

本人専門家を派遣するコンサルティング会社として位置付けられる。その知見を活用し、

本事業内の各活動を適切に実施することが期待される。また特に健診の認知促進、健診受

診勧奨、健康行動勧奨の各活動においては、SIMWAY や、ヘルスプロモーションのキャン

ペーン、栄養士等の実施指導等のキャンサースキャン社独自の技術を活用し、適切かつ効

果的に各活動の支援を行うことができる。本事業を、商業ベースの事業として実施する場

合、健診認知、健診受診勧奨、健康行動勧奨を各機関が実施する際のツールとして SIMWAY

を販売することとなる。更には、SIMWAY やヘルスプロモーションのキャンペーン、栄養

士等の実施指導等をとおして得た健診情報を解析してケニアにおける今後の NCDs 対策を

検討するためのコンサルティングサービスも保健省や NHIF 等の機関に提供できると期待

できる。 

 

カ. 日本側の投入 

技術協力プロジェクトの場合、3 名の専門家で合計 33MM の作業量を見積もる。総額は

直接経費を含め、約 1.65 億円と試算される。同事業費の詳細な内訳は別添資料 3 を参照の

こと。 

表 4-11：ケニア国定期健診受診促進プロジェクトの C/P に想定される役割 

出典: JICA 調査団作成 
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(4) ケニア国生活習慣病早期対策プログラムの全体像とスケジュール 

上記を踏まえた提案プログラムの全体像と実施スケジュールはそれぞれ以下の図 4-2、表 

4-12 のとおりとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2：ケニア国生活習慣病早期対策プログラムの全体像 

出典: JICA 調査団作成 
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表 4-12：ケニア国生活習慣病早期対策プログラムの実施スケジュール 
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準備作業 実施 休暇（イースター、クリスマス）

健康行動勧奨計画の修正

年

月
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能

力

強
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ジ

ェ

ク

ト

ケ

ニ

ア

国

健

診

受

診

促

進

プ

ロ

ジ

ェ

ク

ト

健康行動勧奨計画の立案

NHIFの健康行動勧奨活動のモニタリング

CHVに対する健康行動勧奨活動研修

CHVによる健康行動勧奨活動のモニタリング

健診機関に対する健康行動勧奨活動研修

健診機関による健康行動勧奨活動のモニタリング

CHVに対するスクリーング勧奨活動研修

CHVによるスクリーング勧奨活動のモニタリング

健診受診勧奨計画の修正

健康行動を取るNHIF加入者が増加する。

NHIFの健診認知促進活動計画の立案

NHIFの健診認知促進活動のモニタリング

NHIFの健診認知促進活動計画の修正

NHIF加入者の健診受診者が増加する。

健診受診勧奨計画の立案

NHIFの健診受診勧奨活動のモニタリング

キックオフミーティング

ベースライン調査/エンドライン調査

JCC開催とプロジェクト成果報告

NHIF加入者の健診の重要性の認知度が高まる。

機材維持管理状況のモニタリング

健診機材の維持管理計画策定ワークショップ

BME向け機材維持管理研修

ユーザー向け機材維持管理研修

健診機材の入札図書の作成

健診機材の入札支援

健診機材の調達監理

健診機材の据付監理

健診に係る機材の維持管理体制が構築される。

機材維持管理状況の調査

健診事務のモニタリング

CHVのモニタリング

健診に係る機材が整備される。

現有健診機材の調査

必要健診機材の計画

健診機材の仕様策定

健診事務研修の実施

CHV研修の実施

放射線技師のモニタリング

生理検査技師のモニタリング

臨床検査技師のモニタリング

健診看護師のモニタリング

健診人材育成計画の立案ワークショップ

健診人材育成計画の承認支援

健診人材育成計画の修正支援

健診に係る人材が育成される。

健診人材研修（健診事務、看護師、CHV）の教材作成

健診看護師研修の実施

キックオフミーティング

報告書説明

入札

定例会議

健診に係る人材育成計画が策定される。

健診人材の現状調査

モニタリング / 瑕疵通知期間建築スケジュール 準備調査 コンサルタント選定期間 基本設計 詳細設計 入札準備 入札支援 製造、輸送 据付

定期健診に係る支払いの現状調査

定期健診に係る費用の算定支援

定期健診に係る支払いシステム上の改善支援

NHIFのベネフィットパッケージに、定期健診項目が規定される。

定期健診項目の決定支援

NHIFベネフィットパッケージの改定支援

定期健診に係る本邦研修の実施

定期健診ガイドライン案の策定

定期健診ガイドライン案の最終化

定期健診ガイドラインの承認支援

定期健診ガイドラインの普及支援

NHIFにおける定期健診費用の支払体制が構築される。

NCDsに対する政府の認識の調査

NCDsに係る文献のレビューと追加調査

NCDsの認識強化に係るワークショップ

NCDs対策に係る健康活動支援

健康活動の結果の共有と展開計画の策定

中央政府ならびに全カウンティ政府において、定期健診が制度化する。

キックオフミーティング

JCC開催とプロジェクト成果報告

中央政府ならびに全カウンティ政府が、健診の重要性を理解する。

126 7 8 9 10 1112 1 2 3 4 53 4 5 6 7 8 9 10 1112 1 2 3 4 5

1st year 2nd year 3rd year 4th year

6 7 8 9 10 111 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1112 1 2

出典: JICA 調査団作成 
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4-3-2 ケニア国定期健診に係る普及・実証・ビジネス化事業 

(1) 事業概要 

「ケニア国生活習慣病早期対策プログラム」は全国規模の事業となるため、その実施ま

での準備に時間を有すること、全国規模の事業展開の前にその効果の検証を実施すること

が重要であること、ならびに本調査事業にて実施した試験導入結果を受けてキャンサース

キャン社の提案技術への NHIF の関心が高いことを鑑み、同プログラムの実現可能性を検討

するためのパイロット事業として普及・実証・ビジネス化事業のスキームを活用した「ケ

ニア国定期健診に係る普及・実証・ビジネス化事業」を提案する。 

 同事業は、特に「ケニア国定期健診受診促進プロジェクト」のパイロット事業として、

ケニアの特定地域の NHIF 支社の職員ならびに当該地域の NHIF 加入者に対し、C/P ととも

にキャンサースキャン社の提案技術である SIMWAY や、ヘルスプロモーションのキャンペ

ーン、栄養士等の実施指導等を活用した健診認知促進活動、健診受診勧奨活動、健康活動

勧奨活動の各活動を実施することで、同対象の定期健診の定着と全国展開の可能性を検証

するものである。 

 なお先述したように、健診認知促進活動と健診受診勧奨活動を実施するためには、健診

サービスを提供できる医療機関が必要となるが、本事業の対象人口は限られることから、

既存の人材と施設を活用することで、事業の実証可能性については十分検証可能と判断す

る。具体的には健診サービスを提供できる人材ならびに機材が整備されている光心会の運

営する「Grand Forest Japan Hospital」を、健診を提供するパートナー機関として健診の受け

皿とする。 

 

(2) 目標と期待される成果 

本事業の実施により、長期的に期待される上位目標と事業の終了時に達成が見込める目

標ならびにそれによって期待される成果は以下のとおり。 

 

ア. 上位目標 

提案技術をとおしてNHIF職員ならびにパイロット地域のNHIF加入者が定期健診サービ

スを利用するようになる。 

 

イ. プロジェクト目標 

提案技術をとおしてNHIF職員ならびにパイロット地域のNHIF加入者の健診と健康行動

の重要性の認識が高まる。 
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ウ. 期待される成果 

成果 1: 提案技術をとおしてパイロット地域のNHIF職員ならびにNHIF加入者の健診の認

知度が高まる。 

成果 2: 提案技術をとおしてパイロット地域の NHIF 職員ならびに NHIF 加入者の健診受

診者が増加する。 

成果 3: 提案技術をとおして健康行動を取るパイロット地域の NHIF 職員ならびに NHIF

加入者が増加する。 

 

(3) 本事業の対象 

現在の NHIF 加入者は公務員ならびにフォーマルセクターが中心であり、ナイロビ近郊と

地方中核都市に偏在していると推測する。よって本事業では、ナイロビカウンティまたは

ナイロビ近郊のカウンティのNHIF職員と同カウンティ内の一地域のNHIF加入者を対象と

する。 

また本事業後に他の地域・カウンティへサービスを拡大する際には、その規模が大きく

健診提供能力が比較的高いと思われる地域・カウンティに対し、本事業を成功事例として、

その成果を広く宣伝することで、同地域・カウンティの NHIF 加入者へのサービス展開を試

みる。 

なお本事業では NHIF 未加入者については、積極的にサービス対象として営業を行わない

が、現在のケニア政府の方針のとおり、今後インフォーマルセクターに NHIF が拡大してい

くことが考えられる。インフォーマルセクターは BOP 層から全国民の上位数%の高所得者

層まで幅が広い所得層が存在するが、高所得者層は NHIF のサービスカバレッジに頼ること

は尐ないこと、また BOP 層の中でも特に所得の低い層は、NHIF の月額保険料を継続的に

負担することは難しいことを鑑み、NHIF がインフォーマルセクターまで拡大した際には、

同サービスの主な対象として、BOP 層の中でも中間層に近いセグメント、特に地方中核都

市近郊に住むセグメントを想定している。 

 

(4) 主な活動 

本案件の主な活動は、各 3 つの成果毎に以下の表 4-13 のとおりと想定される。 
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(5) カウンターパートならびに協力機関 

本事業は NHIF 戦略計画局を C/P として想定する。キャンサースキャン社は本事業に係る

各活動を C/P と共同で実施するが、C/P に想定される役割は下表 4-14 のとおりとなる。な

お本事業は、NHIF と協議した際の内容に基つき提案したものであり、既に NHIF に事業実

施の合意を取り付けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また協力機関としては、対象者に健診サービスを提供する Grand Forest Japan Hospital と保

健省にて NCDs 対策を担当する NCDs 課が C/P として考えられる。 

表 4-14：ケニア国定期健診に係る普及・実証・ビジネス化事業の C/P に想定される役割 

表 4-13：ケニア国定期健診に係る普及・実証・ビジネス化事業の成果と主な

活動 

出典: JICA 調査団作成 

出典: JICA 調査団作成 
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(6) キャンサースキャン社の技術の位置づけ 

本事業は SIMWAY やヘルスプロモーションのキャンペーン、栄養士等の実施指導等を提

案技術とした普及・実証・ビジネス化事業として実施するため、SIMWAY を活用して NHIF

による健診認知のための活動を促進できるか、また NHIF、健診機関、CHV の各者が健診受

診勧奨や健康行動勧奨を行う際にも活用できるか、を検証するとともに NHIF 加入者に対し、

同サービスの商業ベースでの拡大の可能性を検討する。 

 

(7) 日本側の投入 

3 名の外部人材を含む 12 名の要員で合計 40.4MM の作業量を見積もる。総額は約 1.00 億

円と試算される。同事業費の詳細な内訳は別添資料 3 を参照のこと。 

 

(8) ケニア国定期健診に係る普及・実証・ビジネス化事業の全体像とスケジュール 

提案事業の全体像と実施スケジュールはそれぞれ以下の図 4-3、表 4-15 のとおりとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 4-3：ケニア国定期健診に係る普及・実証・ビジネス化事業の全体像 

出典: JICA 調査団作成 
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年

月

共通1

成果1

1-1

1-2

1-3

成果2

2-1

2-2

2-3

成果3

3-1

3-2

3-7

準備作業 実施 休暇（イースター、クリスマス）

パイロット地域のNHIF加入者向けの健診受診勧奨活動の実施

健康行動を取るNHIF職員ならびにパイロット地域のNHIF加入者が増加する。

健康行動勧奨計画の立案

NHIF職員向けの健康行動勧奨活動の実施

パイロット地域のNHIF加入者向けの健康行動勧奨活動の実施

健診認知促進活動計画の立案

NHIF職員向けの健診認知促進活動の実施

パイロット地域のNHIF加入者向けの健診認知促進活動の実施

NHIF職員ならびにパイロット地域のNHIF加入者における健診受診者が増加する。

健診受診勧奨計画の立案

NHIF職員向けの健診受診勧奨活動の実施

ベースライン調査/エンドライン調査

NHIF職員ならびにパイロット地域のNHIF加入者の健診の重要性の認知度が高まる。

10 11 124 5 6 7 8 910 11 12 1 2 31 2 3 4 5 6 7 8 9

1st year 2nd year

表 4-15：ケニア国生活習慣病早期対策プログラムの実施スケジュール 

出典: JICA 調査団作成 
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4-4 他事業との連携の可能性 

4-4-1 他の JICA 事業との連携の可能性 

本調査事業中、実施中であった保健分野の JICA 事業として「地方分権下におけるカウン

ティ保健システムマネジメント強化プロジェクト」がある。同事業は 2019 年 11 月に終了予

定であり、直接的に連携できる可能性は小さいが、その成果を踏まえて提案事業を実施す

ることを想定する。また今後実施される事業があれば、それとの連携を検討する。 

 

4-4-2 他のドナー事業との連携の可能性 

ケニアにおいて保健医療分野で活動している主なドナーとしては、保健医療分野のリー

ディングドナーである WHO と、NCDs 対策に関心を持つ世界銀行が挙げられる。 

 WHO と第 2 回現地調査で面談をした際に、WHO は資金提供ドナーではないため、WHO

自身にも NCDs 対策実施のための予算は尐ないとのことであった。その活動として特定の

事業を実施するというのでなく、政策文書の策定支援、情報収集の支援、注目されていな

い領域（Ex. 成人の NCDs）への支援、キャンペーン（No Tabaco Day）支援等を行っている。

そのため、特定の事業との連携は難しいが、提案プログラムの活動における地域へのヘル

スプロモーション、ケニア政府への健診の重要性の訴え等の活動で協力を得ることが期待

できる。 

 2 回にわたる現地調査中に世界銀行の担当と面談のアポイントを試みたが、UHC に係る

事業として 4 カウンティで実施予定のパイロット活動の実施の準備で多忙で実現すること

ができなかった。同事業の内容は不明だが、National Treasury からの予算配分は済んでおり、

その内容によっては提案プログラムの活動との連携も検討する。 

 また WHO の担当によれば、その他のドナーに関しては、特に NCDs に関する取り組みは

行っていないとのことであったが、韓国が感染症を含む様々な課題へ取り組むことを表明

しており、NCDs もその一つとして挙げていたとのことであった。今後、NCDs への具体的

な取り組みが開始されれば、提案プログラムの活動との連携も検討する。 

 

4-4-3 他の機関との連携の可能性 

NCDs に特化した取り組みを行っている機関は存在しないが、NCDs に係る会議体として

NCDs ICC が発足されている。NCDs ICC は調査研究、宣伝・コミュニケーション、社会資

源、政策、タバコ・アルコール、食生活・運動、がん、血管疾患、外傷、糖尿、精神疾患、

COPD（慢性閉塞性肺疾患）、高齢化の 13 の作業部会から構成されており、MOH や WHO

を含む関連機関が NCDs に関する協議を行う場となっている。提案プログラム活動の報告

の場と関係者への協力要請を依頼する場としての活用が検討できる。 
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4-5 期待される開発効果 

本事業をとおして期待される直接的な開発効果は提案プログラムを構成する 3 つの事業

毎に以下の表 4-16 のとおりに整理できる。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

上述の 3 つの事業を適切に実施し、提案プログラムが目指すところである定期健診制度

が実現した際に、中長期的に以下の裨益効果が期待できる。 

 

(1) ケニア国民の健康意識の向上と NCDs 罹患拡大の予防 

既に NCDs に罹患しているか、または罹患していないがハイリスクであるか、更には健

康上全く問題がないか、のいずれの状態に関わらず、健康意識の向上により、自発的に健

診を受診したり、健康行動を取ったりすることが期待できる。それにより、「BMI25 以上の

人の割合の減尐」、「血圧の平均値の減尐」、「血糖値の平均値の減尐」等といった効果も期

待できる。短期間で心疾患の死亡率の減尐等の NCDs に係る保健指標の改善を見ることは

難しいと思われるが、ケニア国民の健診受診の需要が高まり、広く健診受診者が増加する

ことで、NCDs の罹患が予期される肥満や高血圧、高血糖等のハイリスク者の特定・早期介

入を実現させ、長期的には NCDs 罹患拡大という課題解決に寄与することが期待される。 

 

(2) NHIF のカバレッジの拡大 

ケニアの保健医療分野の最大の目標は UHC 達成であり、ケニア政府はその具体的な対応

策の一つとしてNHIFカバレッジ率 100％との意欲的な目標を設定し、注力している。一方、

NHIF もその目標達成に尽力しているが、過去の不祥事等により、国民からの信頼を十分に

得ることが難しい状況にある。本案件をとおして、NHIF の提供する医療保険に付加価値を

付け、加入者の満足度と信頼感を得ることができれば、NHIF のカバレッジの拡大とそれに

よる UHC 達成のための一助となることが期待できる。 

 

表 4-16：本事業をとおして期待される直接的な開発効果 

出典: JICA 調査団作成 
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4-6 想定される課題と対応策 

現時点で、今後事業を実施するに当たって想定される課題と、各課題に対する対応策の

案を以下のとおりに記載する。 

 

(1) 健診受診促進による短期的な費用負担の増大 

健診に係る費用は既存の保健医療体制で負担されるが、健診を提供できる体制を構築し

た上で受診勧奨を行った結果、健診者の増加とともに、健診結果を受けて、医療機関で治

療を受ける患者も増加すると考えられ、それによって医療費が増加すると考えられる。現

時点では NHIF はその点を理解しているが、今後も NHIF の健診に対する理解が継続される

よう、綿密なコミュニケーションと積極的な事業への巻き込みを試みる。 

 

(2) 健診機関の選定の必要性 

本提案プログラムにて健診提供体制を計画するに当たって、レベル 2 からレベル 4 まで

の特定の既存の医療施設に新しく健診機能を追加する形で、人材育成と機材整備を行い、

健診候補施設を設置する。全ての健診候補施設に設置するのではなく、各レベルの施設数

の約 5 分の 1 の数の施設を健診候補施設に設定することを想定している。その健診候補施

設の選定に際しては、可能な限り全ての NHIF 加入者が大きな負担なく健診を受けられるよ

う、各施設レベルの健診候補施設を選定する必要がある。 

 

(3) CHV の負担 

質・量共に健診人材の限られるケニアにおいて十分に健診を提供するためには、その育

成が不可欠である。本提案プログラムでは既に養成された各種技師や看護師、事務員に対

し、研修とその後のフォローアップをとおして健診提供のための知識と技術を習得させる

ことを想定しているが、本来保健人材として求められる知識や技術は各教育機関での教育

をとおして育成される必要がある。 

 MOH より、CHV に身長体重等の簡便な健診の一部を担ってもらうことで、病院での健診

のスクリーニングに係る負担が減り、健診を受ける住民の負担も軽減されるとの提案を受

けたが、その一方で、あるドナーからは、慢性疾患である NCDs 対策の業務負担は大きく、

また現時点でも CHV の絶対数は不足していることから既存の CHV に本事業における健診

の一端を担ってもらうのは、彼らの負担を増やすことになるのではないかとの意見があっ

た。よって本提案プログラムでは新規に NCDs 対策専任の CHV を 3,000 名育成することを

提案している。しかしカウンティ政府が、育成された CHV を受け入れるキャパシティを有

するかについての懸念もあり、本プログラム実施時にはその点を見極める必要がある。  
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英文要旨 

 

1. Development Issues in Target Country and Areas 

     The Real GDP in the Republic of Kenya increases 5-6% each year and the population of the 

young, aged 0 through 24 years, accounts for about 60% of the total population of 45 million people. 

Values for health indicators of Kenya are relatively better by African standards except maternal 

mortality ratio. Communicable diseases, maternal and child diseases or nutritional diseases remain 

leading causes of death in Kenya, however, mortality from Non-Communicable Diseases 

(hereinafter “NCDs”) moves toward the global average and the country is facing double burden of 

morbidity due to the change in disease structure. Kenya Health Policy 2014-2030 (hereinafter 

“KHP”) presents an outlook that mortality from communicable diseases reduces, whereas NCDs and 

injuries are associated with increased mortality.  

Ministry of Health in Kenya (hereinafter “MOH”) is the administrative agency responsible for 

NCDs. Implementing agency is the NCDs Division under the Preventive and Promotive Health 

Department, in MOH. On the other hand, the government of Kenya has promoted decentralization 

since 2013 where the government has transferred the major authority for health administration to 

each county government. The Kenyan healthcare delivery system is hierarchical and is organized six 

levels of care; however, it is observed that problems such as ineffective coordination and networking 

among the referral services hamper expected functions. There has been general increase in the 

number of healthcare personnel while the education for them is to be focused more on to cope with 

population growth. The government expenditure on health as a percentage of total government 

expenditure has remained around 7% constantly, but it is still below the 15% of national budget 

targeted in the Abuja Declaration. In country level, budget allocated for healthcare occupies over 

20% of the total budget of the county governments yet the percentage in each county differs 

substantially. In fact there are some counties allocated less than 10% of the overall budget for health. 

National health insurance was established based on National Health Insurance Fund (hereinafter 

“NHIF”) providing free healthcare coverage for eligible members. Those who registered to the fund 

are said to be less than 20% of the Kenyan national, thus the government aims that NHIF covers all 

people’s medical insurance as part of the realization of Universal Health Coverage (hereinafter 

“UHC”). 

There are several development plans or strategies which outline the national policy, measures 

and framework tackling NCDs: “Vision 2030”: the country’s flagship mission for development, 

“KHP”, “Kenya Health Sector Strategic and Investment Plan (KHSSP)”, “Kenya National Strategy 
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for the Prevention and Control of Non-Communicative Disease, 2015-2020”. Japan’s Official 

Development Assistance (hereinafter “ODA”) policy is developed consistent with the “Vision 2030” 

and prioritized the assistance to healthcare. Promotion of UHC is notably focused in the policy and 

NCDs prevention is set as a critical factor to achieve UHC. However, any projects directly targeting 

NCDs prevention are not implemented by Japan and other major donors. 

As shown above, there are four main development issues to be considered: 1. “Double burden 

of diseases” derived from increasing NCDs in addition to the communicable diseases. 2. The 

government’s funding constraints for healthcare to meet increasing demand for treatment costs for 

“double burden of diseases” which is likely to produce the medical cost inflation. 3. Absence of 

assistance for NCDs prevention by donor agencies despite the fact that it is imperative. 4. 

Underdeveloped coverage of the public health insurance toward realizing UHC.  

 

2. The Company and its services 

Cancer Scan Co., Ltd. (hereinafter the “Cancer Scan”) is a social marketing consulting firm 

established in 2008 with a mission to contribute to the improvement of public health in Japan and 

worldwide. Since its establishment, Cancer Scan has provided special program based on social 

marketing method (“The Packaged Program to Increase Uptake of Health Check-ups”) to increase 

uptake of health check-ups to various clients such as governments, local municipal governments, 

academic institutions, health insurance organizations and etc.  

The target of the program is insurer, and the service is to encourage the insured to take health 

check-ups. In Japan, Cancer Scan identifies target population based on their attribution, medical 

history, medical records, medical interview results, questionnaire results, etc., and encourages them 

to take health check-ups through the materials with messages customized for the groups. This 

program has been provided more than 250 local authorities so far, and it garnered high acclaims in 

Japan and other countries. 

However, Cancer Scan thinks in Japan it is limited that the growth potential of social 

marketing to change personnel behavior for preventing NCDs. Therefore, it is important for Cancer 

Scan to explore and invest in foreign markets to continue its business expansion considering 

shrinking population and domestic market. Cancer Scan considers it essential to provide its services 

and support establishment of healthcare system even in low-income or middle-income countries 

where regular health check-ups are not common but supplied by some hospitals. Entering into 

African market, where NCDs are rapidly rising and health check-ups market is expected to grow into 



81 

 

worth trillions of yen, helps Cancer Scan to judge long-term scalability of its business in foreign 

markets.  

Although Cancer Scan’s initial proposal was “packaged program to increase uptake of health 

checkups by social marketing method”, it is found from the survey that holistic NCDs prevention 

program which includes not only increasing check-ups uptake but also providing follow-ups and 

health coaching of individuals after taking check-ups has high compatibility in Kenya. 

Through the compatibility survey, increasing demands are observed for follow-up or health 

coaching after the check-ups rather than increasing uptake of health check-ups. Furthermore, it is 

still not common for Kenyan people to take regular health check-ups, thus there are few hospitals or 

laboratories which have enough capacity to provide qualified health check-ups.  

Therefore, Cancer Scan changed the core of its service from “Packaged Program to Increase 

Uptake of Health Check-ups” into “Holistic NCDs Prevention Program” which provides follow-ups 

and health coaching to high risk individuals after check-ups”. 

 

3. Business Strategy 

     Cancer Scan aims to provide holistic NCDs prevention services which include interventions of 

high-risk individuals and follow ups after health check-ups with the proposed technology, where it 

has accumulated knowledge and experience through its business in Japan. 

     The market research and analysis revealed that insurance companies and public insurers are 

interested in expanding health check-ups, as they recognize that, managing risk of their 

policyholders by health checkups, early detection and early intervention shall reduce healthcare costs. 

They further showed higher interest in NCDs prevention services not only providing health 

check-ups.  

     Through the pilot study of holistic NCDs prevention program with one of the major private 

insurance companies and NHIF, it is proved the program is effective for improving participants’ 

lifestyle habits and weight reduction, with higher satisfaction of the two insurers and its participants. 

Cancer Scan continues to provide its holistic NCDs prevention program to the private insurance 

company and NHIF.  

     The survey on implementation ability of implementation capability of clinical examination 

laboratories and health institutions has made it confirmed that the quality and supply ability of the 

laboratories might not be sufficient for providing high quality of health check-ups. However, through 

its own continuous survey, a hospital in Nairobi operated by Japanese medical institution was found 

to be capable to provide high quality health check-ups.  



82 

 

     Therefore, Cancer Scan set its business strategy to provide holistic NCDs prevention program 

for private insurance companies and public insurers, which includes not only increasing uptake of 

health check-ups, but also providing follow ups and health coaching of high-risk individuals after the 

check-ups. Specifically, in addition to contracting a private insurance company and a public insurer 

as a distributor for the Cancer Scan services to promote medical checkup for the policyholders, 

Cancer Scan provides various services to increase policyholder users; the follow up services such as 

sending out the results of the checkup, reminding the next checkups, providing tools to continuously 

improve the lifestyle habit of the high risk individuals. Cancer Scan shall consider disseminating the 

business model which is to earn fees by providing the holistic services to insurance policy holders 

and pay commission to insurers depending on the number of users. 

 

4. Proposals of ODA Projects 

This feasibility study project identified three common countermeasures for NCDs prevention 

and regular health check-ups: “Strengthening Awareness and Public Finance Management for NCDs 

Control”, “Development of Human Resources and Procurement of Medical Equipment for Tackling 

NCDs”, “Increasing Uptake of NCDs Prevention and Behavior Change of the People”. 

Considering wide rage of the above countermeasures, Cancer Scan proposes “Program for 

Early Detection and Prevention of NCDs in Kenya”. A comprehensive support with combination of 

multiple projects is necessary to tackle NCDs with regular health check-ups in Kenya. The program 

includes the following three projects: “Project for Initializing Regular Health Check-ups in Kenya”, 

which provides the administrative support to establish system and structures of regular health 

check-ups, “Project for Strengthening Health Check-ups Services in Kenya”, whose aims are 

improving the quality of health check-up services. “Project for Promotion of Regular Health 

Check-ups in Kenya”, which encourages people to increase uptake of health check-ups and change 

behavior healthy. To maximize each project’s output, it is expected to follow a phased approach over 

four years. 

The program starts with “Project for Initializing Regular Health Check-ups in Kenya”. The 

project focuses on enhancing awareness of NCDs prevention through activities which encourages 

the government officers to conduct health behavior as well as it establishes regular check-up systems 

and structure including development of guidelines for regular health check-ups. Furthermore, the 

project looks for obstacles in disbursement system and supports improve the system so that the cost 

of regular check-ups is properly disbursed. The ideal scheme for the project is the technical 

cooperation project and the counterparts of the project are: officers of division of NCDs who are 
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responsible for NCDs prevention, the healthcare officers in charge of NCDs control in each county, 

and the officers working for Strategy, Planning and Marketing Division expected to reform the 

service packages in NHIF. Dispatch of Japanese Expert, or Health Policy Advisor, could be another 

alternative for the project’s scheme. 

Before the completion of the first project, it is desirable to launch the second project, “Project 

for Strengthening Health Check-ups Services in Kenya”. The project targets to enhance the quantity 

and quality of health check-ups services in aspects of human resources and medical equipment based 

on the guidelines of the first project. Capacity building of the project includes the followings: 

drafting the human resources development plan for the regular check-ups, conducting the training of 

the examination skills, and monitoring the performance of the on-site health check-ups after the 

training. Medical equipment would be procured for health check-ups facilities of level 2 to 4 and for 

level 1 (Community Health Volunteer, hereinafter “CHV”) to deal with the screening. In the process 

of procurement, the training is conducted, focusing on the maintenance and management specifically 

for the project’s equipment. ODA Loans is considered to be appropriate scheme for the project and 

the counterpart could be the Project Management Unit in the framework of ODA Loans. 

The program concludes with the third project, “Project for Promotion of Regular Health 

Check-ups in Kenya”. The project would be designed to effectively work on the basis of the outputs 

of previous projects. Before starting the third project, the previous projects are required to develop 

the regular check-up system, and the screening and tests with the project’s equipment are to be 

conducted by the trained personnel. The target of the project is NHIF policy holders. The project 

focuses on the health promotion activities leading their ideas and action to health behavior that 

includes regular visit to health check-ups. The counterparts can be officers of the NCDs Division 

handling with NCDs prevention and the healthcare officers for NCDs control in each county 

government. One of the feasible schemes is to launch the new business to promote the regular 

check-ups and health behavior using SIMWAY. If it is proved to be difficult in starting full-fledged 

business, the technical cooperation of Japan’s ODA is desirable so that the consultant suggests and 

supports to develop technical and conceptual strategies to achieve the goal. 

In addition, Cancer Scan proposes “Feasibility Study for the Regular Health Check-ups in 

Kenya” before the program is launched. The project is conducted in a pilot scale with the Japan’s 

ODA scheme, Public-Private Partnership and it examines that our SIMWAY techniques can properly 

offer the services to achieve regular check-ups throughout the country in the commercial sector. 

Activities of the project are increasing uptake of health check-ups, promoting visit to health 

check-ups and encouraging health behavior targeting NHIF officers and NHIF subscribers in a 
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specific area. It is considered to utilize the currently available human resources and facilities for the 

project through the efforts such as the partnership with FOREST JAPAN DIAGNOSTIC CENTER 

managed by a Japanese healthcare corporation.   

The direct outputs of the program are defined as the above mentioned goals achieved by the 

three projects. The program raises the awareness of the regular check-ups among officers of the 

Kenyan government. Systems and implementation structure appropriate to conduct efficient regular 

health check-ups are established. Increasing motivation of the NHIF members for medical check-ups 

and health behavior can also be benefit. The program is expected to exert high impacts. The program, 

assisting that the regular health check-up services are properly provided and accessed, leads to the 

early detection of NCDs. Increasing uptakes contributes to preventing and controlling the prevalence 

of NCDs in the long term. Moreover, NHIF expends its coverage by the program that delivers added 

value to the public health insurance, which can help realize UHC in Kenya. 

The following three points shall be taken into consideration regarding the operation of the 

program. 1) Increase in burden of short-term expenses, 2) Sensitive selection of candidate check-up 

facilities, 3) Overload of CHV staff. Regarding the first challenge, currently NHIF fully realizes that 

the additional cost will be needed in the near future, but further communication is indispensable to 

maintain the understandings and cooperative stance. As for the second challenge, it is critical to 

carefully set the candidate facilities at each referral level so that all the NHIF policy holders can 

undergo the health check-ups without any difficulties. Lastly, it seems to be inappropriate to impose 

current CHV members to cover additional tasks for NCDs prevention. Thus, the program is to train 

up new CHVs who are specialized in NCDs, considering the capacity of the county government to 

handle new CHVs.  



85 

 

英文ポンチ絵 

 

  



86 

 

別添資料 

 

別添資料 1：Feasibility Research to Understand Medical Labs and their Service Offerings 

別添資料 2：ODA 案件化調査における関係機関との面談録（要約） 

別添資料 3：提案 ODA 事業の概算事業費 

 

※別添資料 2 と 3 については、非公開部分につき非表示 

  



87 

 

引用・参考文献/資料 

 

【日本語文献】 

外務省（発行年不明）「KENYA」 

http://www.mofa.go.jp/files/000142628.pdf (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

外務省（2016）「国別データ集 2016」 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/000247508.pdf#page=387(2019年 5月 21日アク

セス) 

 

外務省（2019）「国別プロジェクト概要」 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/gaiyou.html (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

外務省（2018）「ケニア共和国基礎データ」 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/kenya/data.html#section1 (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

厚生労働省（2018）「平成 29 年版厚生労働白書」 

http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/17/ (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

国際協力機構（発行年不明） 「ナレッジサイト プロジェクト情報」 

http://gwweb.jica.go.jp/km/KM_Frame.nsf/NaviProMain?OpenNavigator (2018年 4月 25日ア

クセス) 

 

小松崎宏之（2017）「AREA REPORTS アフリカ 医療ビジネスを切り開く」ジェトロセンサ

ー2017 年 10 月号 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/biz/areareports/2017/pdf/92b4d3ff4073e50e.pdf (2019 年 5

月 21 日アクセス) 

 

杉下智彦（2015）「ケニアにおける保険制度の現状と課題」 

http://kyokuhp.ncgm.go.jp/library/other_doc/UHC06.pdf (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

武田薬品工業（2016）「ニュースリリース（2016 年 9 月 9 日）」 

http://www.takeda.co.jp/news/2016/20160909_7533.html (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

http://www.mofa.go.jp/files/000142628.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/000247508.pdf#page=387
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/gaiyou.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/kenya/data.html#section1
http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/17/
http://gwweb.jica.go.jp/km/KM_Frame.nsf/NaviProMain?OpenNavigator
https://www.jetro.go.jp/ext_images/biz/areareports/2017/pdf/92b4d3ff4073e50e.pdf
http://kyokuhp.ncgm.go.jp/library/other_doc/UHC06.pdf
http://www.takeda.co.jp/news/2016/20160909_7533.html


88 

 

日本貿易振興機構（2017）「ケニア概況」 

https://www.jetro.go.jp/world/africa/ke/basic_01.html (2018 年 4 月 25 日アクセス) 

 

日本貿易振興機構（2013）「医療事情-ケニア BOP 実態調査レポート」 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/theme/bop/precedents/pdf/lifestyle_medical_ke.pdf (2019

年 5 月 21 日アクセス) 

 

長坂優子（2018）「解「国」新書 真のボランティアリズムの構築のために スラム街の医

療体制改善に向けた課題」国際開発ジャーナル 2018 年 5 月号 

 

米山芳春（2015）「UHC に対する多面的アプローチ」 

http://kyokuhp.ncgm.go.jp/library/other_doc/UHC09.pdf (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

【英語文献】 

CIA（2018）「The World Factbook」 

https://www.cia.gov/library/publications/the-world-factbook/geos/ke.html (2019年 5月 21日ア

クセス) 

 

DFID（2012）「Operational Plan 2011–2015」 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/fi

le/67399/kenya-2011.pdf (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

“GIZ Kenya Health Sector Programme” 

http://www.gizkenyahealth.com/blog/ (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

Government of the Republic of Kenya（2007）「Vision 2030」 

http://www.vision2030.go.ke/lib.php?f=vision-2030-popular-version (2018年 4月 25日アクセ

ス) 

 

Institute for Health Metrics and Evaluation（2018）「Kenya」 

http://www.healthdata.org/kenya (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

 

https://www.jetro.go.jp/world/africa/ke/basic_01.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/theme/bop/precedents/pdf/lifestyle_medical_ke.pdf
http://kyokuhp.ncgm.go.jp/library/other_doc/UHC09.pdf
https://www.cia.gov/library/publications/the-world-factbook/geos/ke.html
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/67399/kenya-2011.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/67399/kenya-2011.pdf
http://www.gizkenyahealth.com/blog/
http://www.vision2030.go.ke/lib.php?f=vision-2030-popular-version
http://www.healthdata.org/kenya


89 

 

John Kinuthia and Jason Lakin（2016）「Kenya: Analysis of the 2016/17 National Budget 

Estimates」 

https://www.internationalbudget.org/wp-content/uploads/ibp-kenya-analysis-of-2016-17-nation

al-budget-estimates-6-2016.pdf (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

John Snow, Inc.（2017）「News @ JSI（2017 年 5 月 31 日）」 

https://www.jsi.com/JSIInternet/Newsroom/newsitem/display.cfm?a=1&id=2146 (2019 年 5 月

21 日アクセス) 

 

Médecins Sans Frontières（2016）「Activity Report 2016」 

http://activityreport2016.msf.org/country/kenya/ (2018 年 4 月 25 日アクセス) 

 

MOH（2010）「Kenya Health System Assessment 2010」 

https://www.hfgproject.org/wp-content/uploads/2015/02/Kenya-Health-Systems-Assessment-20

10.pdf (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

MOH（2014）「Kenya Health Sector Referral Implementation Guidelines 2014」 

http://publications.universalhealth2030.org/uploads/ministry-of-health-referral-guidelines.pdf 

(2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

MOH（2014）「Kenya Health Sector Referral Strategy 2014 - 2018」 

https://www.measureevaluation.org/pima/referral-systems/referral-strategy (2019 年 5 月 21 日

アクセス) 

 

MOH（2014）「Kenya Health Policy 2014 - 2030」 

https://www.afidep.org/?wpfb_dl=80 (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

MOH（2015）「Kenya National Strategy for the prevention and control of Non-communicable 

Diseases, 2015-2020」 

http://www.who.int/nmh/ncd-task-force/kenya-strategy-ncds-2015-2020.pdf (2019年 5月 21日

アクセス) 

 

 

 

https://www.internationalbudget.org/wp-content/uploads/ibp-kenya-analysis-of-2016-17-national-budget-estimates-6-2016.pdf
https://www.internationalbudget.org/wp-content/uploads/ibp-kenya-analysis-of-2016-17-national-budget-estimates-6-2016.pdf
https://www.jsi.com/JSIInternet/Newsroom/newsitem/display.cfm?a=1&id=2146
http://activityreport2016.msf.org/country/kenya/
https://www.hfgproject.org/wp-content/uploads/2015/02/Kenya-Health-Systems-Assessment-2010.pdf
https://www.hfgproject.org/wp-content/uploads/2015/02/Kenya-Health-Systems-Assessment-2010.pdf
http://publications.universalhealth2030.org/uploads/ministry-of-health-referral-guidelines.pdf
https://www.measureevaluation.org/pima/referral-systems/referral-strategy
https://www.afidep.org/?wpfb_dl=80
http://www.who.int/nmh/ncd-task-force/kenya-strategy-ncds-2015-2020.pdf


90 

 

MOH（2017）「National and County Health Budget Analysis FY 2016/17」 

http://www.healthpolicyplus.com/ns/pubs/6138-6239_FINALNationalandCountyHealthBudget

Analysis.pdf (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

“MOH Organization” 

http://www.health.go.ke/ (2018 年 4 月 10 日アクセス) 

 

NHIF (2015) 「Benefit Package - Explanation of the benefit package for the National Scheme 

(November 2015)」 

http://publications.universalhealth2030.org/uploads/nhif_benefits_package.pdf (2019 年 5 月 21

日アクセス) 

 

United Nations（2011）「Kenya Map」 

http://www.un.org/Depts/Cartographic/map/profile/kenya.pdf (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

USAID（2014）「Country Development Cooperation Strategy 2014-2018」 

https://www.usaid.gov/sites/default/files/documents/1860/USAID%20Kenya%20CDCS%20Pu

blic%20Full%20Color%20May%202014.pdf (2018 年 4 月 25 日アクセス) 

 

WHO（2013）「Health Sector Strategic and Investment Plan (KHSSP) July 2013-June 2017」 

http://www.who.int/pmnch/media/events/2013/kenya_hssp.pdf (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

WHO（2013）「NCDs Global Action Plan 2013-2020」 

https://apps.who.int/iris/bitstream/handle/10665/94384/9789241506236_eng.pdf?sequence=1 

(2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

WHO（2015）「World Health Statistics 2015」 

http://apps.who.int/iris/bitstream/handle/10665/170250/9789240694439_eng.pdf?sequence=1 

(2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

WHO（2017）「World Health Statistics 2017」 

http://apps.who.int/iris/bitstream/handle/10665/255336/9789241565486-eng.pdf;jsessionid=B9

FCBF29E280BB8626CD22B88E411858?sequence=1 (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

http://www.healthpolicyplus.com/ns/pubs/6138-6239_FINALNationalandCountyHealthBudgetAnalysis.pdf
http://www.healthpolicyplus.com/ns/pubs/6138-6239_FINALNationalandCountyHealthBudgetAnalysis.pdf
http://www.health.go.ke/
http://publications.universalhealth2030.org/uploads/nhif_benefits_package.pdf
http://www.un.org/Depts/Cartographic/map/profile/kenya.pdf
https://www.usaid.gov/sites/default/files/documents/1860/USAID%20Kenya%20CDCS%20Public%20Full%20Color%20May%202014.pdf
https://www.usaid.gov/sites/default/files/documents/1860/USAID%20Kenya%20CDCS%20Public%20Full%20Color%20May%202014.pdf
http://www.who.int/pmnch/media/events/2013/kenya_hssp.pdf
https://apps.who.int/iris/bitstream/handle/10665/94384/9789241506236_eng.pdf?sequence=1
http://apps.who.int/iris/bitstream/handle/10665/170250/9789240694439_eng.pdf?sequence=1
http://apps.who.int/iris/bitstream/handle/10665/255336/9789241565486-eng.pdf;jsessionid=B9FCBF29E280BB8626CD22B88E411858?sequence=1
http://apps.who.int/iris/bitstream/handle/10665/255336/9789241565486-eng.pdf;jsessionid=B9FCBF29E280BB8626CD22B88E411858?sequence=1


91 

 

World Bank Group（2014）「Kenya Country Partnership Strategy FY 2014-2018」 

http://documents.worldbank.org/curated/en/173431468284364640/pdf/889400CAS0P1440Ken

ya0CPS000Volume02.pdf (2019 年 5 月 21 日アクセス) 

 

World Bank Group（2018）「Data, GDP per capita (US$)」 

https://data.worldbank.org/indicator/NY.GDP.PCAP.CD?locations=KE (2019 年 5 月 21 日アク

セス) 

 

World Bank Group（2018）「Data, Population growth (annual %)」 

https://data.worldbank.org/indicator/SP.POP.GROW?locations=KE (2019 年 5 月 21 日アクセ

ス) 

 

 

 

http://documents.worldbank.org/curated/en/173431468284364640/pdf/889400CAS0P1440Kenya0CPS000Volume02.pdf
http://documents.worldbank.org/curated/en/173431468284364640/pdf/889400CAS0P1440Kenya0CPS000Volume02.pdf
https://data.worldbank.org/indicator/NY.GDP.PCAP.CD?locations=KE
https://data.worldbank.org/indicator/SP.POP.GROW?locations=KE


QUALITATIVE





HIV

Cancer

Diabetes

Haemogram

Typhoid

Immogram

Chest X-ray

INCREASING 
DEMAND



















QUALITATIVE

MEDICAL CHECK UPS PROVIDED 



BUSINESS PARTNERS 



Highly Low

Highly Low

Highly      Low

Highly Low


	表紙
	調査対象国の地図
	巻頭写真
	目次
	図表一覧
	和文要旨
	調査概要
	第1章 対象国・地域の開発課題
	1-1 ケニア国概要
	1-1-1 一般情報
	1-1-2 人口静態

	1-2 ケニアの保健医療指標
	1-2-1 基礎保健指標
	1-2-2 疾病構造・死因構造

	1-3 ケニアの保健医療体制
	1-3-1 保健医療行政体制
	1-3-2 医療提供サービスにおける患者紹介体制
	1-3-3 検査サービス提供体制
	1-3-4 保健医療人材
	1-3-5 保健財政

	1-4 開発計画、政策
	1-4-1 Vision 2030
	1-4-2 Kenya Health Policy 2014-2030 (KHP)
	1-4-3 Kenya Health Sector Strategic and Investment Plan (KHSSP)
	1-4-4 非感染症対策 2015-2020

	1-5 保健医療分野における主要ドナー・関連企業の活動
	1-5-1 日本の国別開発協力方針・ODA事業
	1-5-2 主要ドナーの活動
	1-5-3 日系法人の進出状況

	1-6 ケニアの開発課題のまとめ

	第2章 企業、技術
	2-1 提案企業の概要、実績、海外展開事業の位置づけ
	2-2 提案技術
	2-2-1 提案技術の概要
	2-2-2 提案技術の仕様

	2-3  提案技術の現地適合性
	2-3-1 現地適合性の調査方法とその結果を踏まえた提案技術の変遷

	2-4 開発課題解決貢献の可能性

	第3章 ビジネス展開計画
	3-1 ビジネス展開計画概要
	3-2 市場分析
	3-2-1 健診の対象者に対する予防としての健診に関する需要調査
	(1) 調査対象者の構成
	(2) 健康維持のための行動
	(3) 健康についての関心
	(4) 健診の受診
	(5) 保険への加入状況
	(6) 病院の選択
	(7) 減量（ダイエット）の経験

	3-2-2 顧客候補である従業員に対して保険を提供する雇用主への提案技術の需要調査
	3-2-3 民間医療保険会社・公的保険者に関する調査

	3-3 新規提案サービスの適合性確認
	3-3-1 提案技術の現地適合性の試験導入結果
	3-3-2 現地適合性確認からの成果と課題

	3-4 バリューチェーン
	3-5 進出形態とパートナー候補
	3-6 競合サービス・技術
	3-7 収支計画
	3-8 想定される課題・リスクと対応策
	3-9 期待される開発効果
	3-10 期待される日本国内の経済への貢献

	第4章 ODA案件化
	4-1 現地調査の目的と概要
	4-2 関連機関との協議結果
	4-3 想定されるODA案件スキーム
	4-3-1 ケニア国生活習慣病早期対策プログラム
	(1) ケニア国定期健診制度化プロジェクト
	(2) ケニア国定期健診サービス提供能力強化プロジェクト
	(3) ケニア国定期健診受診促進プロジェクト
	(4) ケニア国生活習慣病早期対策プログラムの全体像とスケジュール
	4-3-2 ケニア国定期健診に係る普及・実証・ビジネス化事業

	4-4 他事業との連携の可能性
	4-4-1 他のJICA事業との連携の可能性
	4-4-2 他のドナー事業との連携の可能性
	4-4-3 他の機関との連携の可能性

	4-5 期待される開発効果
	4-6 想定される課題と対応策

	英文要旨
	別添資料
	引用・参考文献/資料
	別添資料1：Feasibility Research to Understand Medical Labs and their Service Offerings

